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1 研究の背景 

 

 図書館の新たな役割 

 図書館は、館種によらず、その利用者に情報を提供することでコミュニティを支える機関

として固有の役割を果たしてきた。しかし近年、図書館を取り巻く社会の環境は急速に変化

している。特にインターネットと情報端末の普及と発展は大きな影響を与えている。大学図

書館においては、論文のオープンアクセス化が進んだり、データベースが普及したりするこ

とで、これまでのような紙媒体の学術雑誌へのニーズが下がっている。そのため大学図書館

は、ラーニングコモンズのような場を整備するなど、図書館の物理的な「場」を活用したサ

ービスも展開し始めている。 

 大学図書館は、Web ページでは収集が困難な専門的な情報を扱っていることもあり、これ

までのような図書館が提供する情報へのニーズも一定程度は残っている。一方で公共図書

館は、大学図書館よりも大きい影響を受けている。市民は情報の多くを Web ページの検索

で入手するようになり、オンラインゲームの発展や恒常的に友人とつながることができる

環境は、娯楽としての読書の機会を減少させた。そのような社会状況の中で、公共図書館は、

その物理的な「場」を活用したサービスを提供し始めている。 

 Jochumsen, Rasmussen, & Skot-Hansen (2012) は、公共図書館のための新しいモデルとして、

図 1 に示すようなモデルを提示している。 

 

 
図 1. The four spaces of the public library 

 

和訳は吉田右子 (2018, p.105)より
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 公共図書館は、体験・関わり合い・変革・エンパワーメントをサポートする、4 つの「場」、

すなわち、インスピレーションの空間、学びの空間、出会いの空間、実行の空間で構成され

るというモデルである。このモデルに示されているように、公共図書館は物理的な図書館の

「場」を活用したサービスを始め、さらに、体験や関わり合い、変革、エンパワーメントの

サポートという新しい役割も担い始めているといえる。実際に、欧米諸国の図書館では、Wi-

Fi やインターネットにつながる端末の整備をはじめ、3D プリンターやレーザーカッター、

ミシンなどの様々な機器が設置されており、だれもが創作活動を楽しむことができる場を

整備していたり、若者の創作活動や活動を通した交流の場として機能している場を整備し

たりしている図書館も存在する。 

 このように、図書館は社会状況の変化の中で、伝統的な図書館サービスを越えて、「場」

を中心とした新しいサービスを提供し始め、新しい役割を担い始めている。 

 

 図書館評価の意義 

 図書館の経営において、図書館評価は欠かすことのできないものである。図書館評価には、

2 つの役割がある。まず、客観的なデータに基づいた図書館サービスの改善や新しいサービ

スの開発のために重要となる。この点は伝統的に図書館評価の重要性としてあげられてい

る (Lancaster, 1993; Matthews, 2007; 高山正也ら, 2002)。すなわち、図書館の現状の評価を行

うことで、図書館サービスにおける不十分な点や弱い点を見直し、より良い図書館サービス

につなげるのである。 

 もう一つの役割として、市民や資金提供機関に対する説明責任を果たすという面もある。

近年の大学や自治体の財政難により、図書館も自らの価値を示すことが求められるように

なった。そのためこの点は、その重要性がますます大きくなっているといえる。たとえば

Moran & Morner (2018, p. 460-461) は、 “すべての種類の図書館は、サービスの価値または

付加価値の側面を、図書館が属する組織および有権者に実証する必要がある（著者訳）” と

述べ、その重要性を指摘している。また、Wiegand (2017) も、権威者が図書館の価値を疑問

視する理由として、伝統的な図書館統計に依拠していることにより生まれる、思い込みをあ

げている。このことからも、図書館活動を正しく評価し、説明責任を果たすことが非常に重

要であることがわかる。 

 

 図書館評価の手法 

 図書館評価のための要素は、大きく分けて 5 つ存在する。それは、インプット (input) 、

アウトプット (output) 、アウトカム (outcome) 、インパクト (impact) 、バリュー (value) で

ある。インプットとは、図書館に投入された資源を指し、たとえばコレクションの数や職員

数があげられる。アウトプットとは、図書館や図書館サービスの利用状況を指し、たとえば

貸出数や来館者数があげられる。アウトカムとは、図書館の目的に関連するアウトプットの

効果を指す。インパクトとは、図書館が個人やグループに与えた影響を指す。言い換えれば、
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図書館サービスにより生じた、個人やグループの変化である。バリューとは、ステークホル

ダーにより認識されている図書館の価値を指す。アウトカム、インパクト、バリューは類似

した概念であるが、インパクトが も広い概念で、そのうち、図書館の目的に関するものが

アウトカムであり、あるステークホルダーにとって重要であると認識されている部分が価

値であるといえる (佐藤翔, 2017)。また、このほかに、インプットとアウトプットから算出

されるプロセスも存在する。たとえば、貸出あたり費用という評価指標は、貸出数というア

ウトプットをその期間の費用というインプットで除することにより算出されるプロセス指

標であるといえる。 

 これまでの図書館評価は、貸出数や来館者数により行われることが多かった (Igarashi, 

Koizumi, & Kozakura, 2019)。すなわち、アウトプットの測定を主としていた。しかし、それ

だけでは、発展している新しい図書館サービスをすべて評価することは難しい。そのため、

図書館において新しいサービスが提供され始めている現在だからこそ、新しい図書館サー

ビスの評価も含めた図書館評価についての議論を行う必要がある。その議論は、これまでの

議論を踏まえて行わなければならない。つまり、これまでどのような図書館評価のための手

法が考案され、図書館において適用されてきたのかを明らかにする必要がある。 

 

 先行研究 

1.4.1 Baker & Lancaster (1991) と Lancaster (1993) の図書 

 図書館評価のための手法を整理しているものとして、Baker & Lancaster や Lancaster によ

る図書がある。著者の Lancaster は、 “If you want to evaluate your library...”において、この 2

つの図書は相互補完的な役割を果たすと述べている。両図書は厳密には研究ではなく、教科

書のような位置づけの図書ではあるが、1980 年代頃までの図書館評価研究を体系的にまと

めた図書館評価の研究領域において重要な位置づけとなっている。具体的には、館内利用か

館外利用かに関わらない資料提供サービス、レファレンスサービスに焦点を当てた評価手

法について述べている。それに加え別の側面として、費用対効果と費用便益についても触れ

られている。 

しかし、この図書で主に解説されている手法は、コレクション提供やレファレンスサービ

スなどの、図書館の伝統的なサービスに関するものが主である。また、資料提供サービスに

関するものはオブソレッセンス、レファレンスサービスに関するものは質問回答数といっ

た指標が具体的な指標としてあげられているが、それらは現代においてはパフォーマンス

指標として確立されているといえる指標である。つまり、記述されている評価手法が古く、

現代的な文脈での図書館評価の議論の基礎とするのが困難であるといえる。 

 

1.4.2 Heath (2011)と Closter (2015) の研究 

 Heath は、図書館評価の視点に注目して、図書館評価の歴史のレビューを行っている。第

二次世界大戦以前は、ある基準が設けられ、その基準との差異が評価されていたが、戦後は、
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量的な尺度による評価が普及し、1970 年代以降は、図書館評価への関心がさらに高まって

きたことを述べている。そして、1999 年の、研究図書館協会 (Association of Research Libraries: 

ARL)の新評価手法開発のためのプロジェクトの開始から LibQUAL+の開発、StatsQUAL へ

の発展までをレビューしている。LibQUAL+や StatsQUAL は、詳しくは後述するが、図書館

評価のための手法の 1 つである。また、Closter (2015)は、公共図書館における図書館評価の

指標の発展をレビューしている。1970 年代から 1980 年代は図書館の内部統計を用いた指標

が主であったが、1990 年代以降は、アウトカムといった図書館の外部の視点からの評価が

重要視されていると述べられている。これらの 2 つの研究はどちらも、図書館評価の理念の

変遷を明らかとすることを目的としており、図書館評価の視点の歴史的な変化を明らかに

している。しかし、具体的な評価手法についての記述は LibQUAL+のほかにはない。図書館

評価の議論のためには、理念だけではなく、具体的にどのような手法が考えられてきたのか

という視点もまた重要であり、それがない点が課題であるといえる。 

  

1.4.3 その他の研究 

 このほかの図書館評価法についての研究として、岸田和明 (1995) のものがあげられる。

この研究では、蔵書管理のうち、主要な雑誌および主要でない雑誌の選択、図書や雑誌の廃

棄・別置という 2 つのトピックに焦点をあて、そのうち、数量的アプローチを用いた手法に

関連する文献のレビューを行っている。この研究は、蔵書管理に関する数量的アプローチを

用いた手法については詳細に整理されており、その点では意義があるといえるが、あくまで

蔵書管理という図書館活動のごく一部に関するものであり、図書館経営や図書館サービス

という視点は欠けている。 

 小泉公乃 (2011) は、1960 年代から 2000 年代のアメリカの公共図書館における経営戦略

論の特徴を明らかにすることを目的とした研究において、評価にも言及している。しかし、

この研究は、図書館の経営戦略論を明らかにしている研究であり、評価を主としたものでは

なく、評価に関する記述も少ない。 

 以上のように、図書館評価の変遷に関する研究には、現代の図書館経営的な観点から、特

に具体的な手法に注目して変遷を明らかにした研究はみられない。この点が先行研究の課

題であるといえる。 

 

 研究目的 

 図書館評価は図書館経営において欠かすことのできないものであり、さらに、急速な社会

状況の変化を背景に、図書館においても評価が求められるようになってきており、その重要

性はますます大きくなっている。しかしこれまで、どのような図書館評価法が考えられ、使

用されてきたかについて詳細に明らかにした研究はみられない。 

そこで本研究は、これまでの図書館評価の手法の特徴について理論と事例の両面から体

系的に明らかにすることを目的とする。具体的には、第一にこれまでの図書館評価手法の変
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遷を明らかにする。さらに第二には、これまでに考えられてきた図書館評価法の理論とその

手法が適用された事例を分析することで、図書館評価法の特徴を解明する。 

本研究は、今後の図書館評価に関する議論や新しい評価指標の検討の際の基盤になるこ

とが期待できる。 
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2 研究方法 

 

 図書館には、多様な活動が行われており、それぞれに評価の視点や手法が考えられてきた。

たとえば、コレクション評価や司書の人事評価などである。しかし本研究は、そのような図

書館活動の一部のための評価手法ではなく、図書館活動全体を包括した評価手法の変遷と

特徴を明らかにすることを目的としている。そのため、図書館活動全体を包括できるような

評価手法に着目して分析を行う。 

まず、図書館経営の教科書の分析を行い、図書館評価法の変遷の概略を明らかにするとと

もに、理論と事例の分析の対象とする評価手法を決定する。この分析の対象として、 “Library 

management” を選定した。この教科書は、第 4 版において、 “Library and information center 

management” にタイトルが変わっているものの、1977 年に出版された初版から 2018 年に出

版された第 9 版まで改訂が重ねられており、各版において記載されている図書館評価手法

を分析することで、その変遷の概略を明らかにすることが可能である。なお、初版が 

1977 年に出版されて以降、第 2 版が 1981 年、第 3 版が 1987 年、第 4 版が 1993 年、第 5 版

が 1998 年、第 6 版が 2002 年、第 7 版が 2007 年、第 8 版が 2013 年、第 9 版が 2018 年に出

版されている。 

 また、この教科書は、世界的に広く使用されている図書館経営の教科書である。コロンビ

ア大学が進めている、世界中の大学のシラバスを収集している Open Syllabus Project で提供

されており、大学の講義で用いられている教科書を調べることができる Open syllabus 

Explore での検索においても、2019 年 5 月時点の結果では、 も多く使用されている図書館

経営の教科書であった。世界中の図書館経営の専門家に認められているということであり、

そこに記載されている内容の信頼性も確保できる。 

 次に、 “Library management” および “Library and information center management” に記載さ

れている評価手法のうち代表的な手法を選択し、その手法について理論と、実際に図書館に

適用された事例の分析を行う。具体的には、教科書内での記述量が多く、かつ 新版にも記

載がある手法を重要な手法とみなして選択する。 

 選択した手法について、その理論や実際に図書館に適用された事例を、文献を基礎に分析

する。対象とする事例は、論文などで発表されているものを優先する。ただし、情報が不足

している場合はインターネット検索で補足を行う。 

 後に、以上の分析をもとに、図書館評価法の変遷と特徴をまとめる。 
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3 研究結果と理論の分析 

 

 図書館経営の教科書の分析 

 まず、世界的に著名な図書館経営の教科書である “Library management” および “Library 

and information center management” の分析を行った。この図書は、1977 年に出版された初版

から改訂が重ねられており、図書館評価の変遷を明らかにするのに適していると考えられ

る。教科書の特に図書館評価について書かれている章を対象として分析を行い、どのような

図書館評価の指標が掲載されているかを分析した結果を図 2 に示す。 

 

 

図 2. 図書館経営の教科書に掲載された評価手法 

 

初版から掲載されている指標としてまず、「標準に対するパフォーマンスの測定」や「パ

フォーマンスの測定」「パフォーマンス指標」など、述べられている呼称に違いはあるもの

の、パフォーマンス指標があげられる。各図書館の数値目標に対し、測定した実際の結果を

比較することで、図書館サービスや図書館経営の改善に活用するのである。 

同様に初版から掲載されている手法として、費用便益分析があげられる。費用便益分析と

は、提供されているサービスの価値が提供のためのコストと比較してどれほど大きいか、ま

たは小さいかを分析する手法である (Moran & Morner, 2018)。第 8 版からは、費用便益分析

の別の視点として、投資収益率 (Return on Investment: ROI) も掲載された。投資収益率は、
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図書館が得ている収入でどれほどの価値を生み出しているかを示している  (Moran & 

Morner, 2018)。すなわち、費用便益分析が、もともとは図書館が提供するサービスのために

支払われる費用の正当性を評価することを目的としていたのに対し、投資収益率は、特に図

書館が産出した価値の大きさに着目して評価を試みているのである。 

 また、タイムアンドモーションスタディも初版から掲載されている手法である。タイムア

ンドモーションスタディとは、F. W. Taylor によって提唱された、あらゆる作業に対する標

準の作業時間を見定めるタイムスタディと、Gilbreth 夫妻によって確立された、作業の無駄

な部分を排除し、作業を効率的に行う手法を定めるモーションスタディが合わさった手法

である。この手法は、科学的管理法の中心的な手法である (Taylor, 2009)。初版 (Stueart & 

Eastlick, 1977) では、図書館においてこの手法が用いられてきた例として、図書にポケット

を付ける作業やカードに主題をタイプすることといった、ルーティンの作業に使用されて

きたと述べられている。 

 この手法は 2007 年に出版された第 7 版に掲載されたのを 後に、それ以降の版には掲載

されていない。それは、時代が進み、タイムアンドモーションスタディの理念が時代に合わ

なくなったためであると考えられる。また、図書館においては、レファレンスなどのより専

門的なサービスの重要性が高まり、例示されているような作業の重要性が相対的に下がっ

たことも理由として考えられる。 

 2002 年に出版された第 6 版からは、ベンチマーキングとバランス・スコアカードが掲載

された。ベンチマーキングとは、総合的品質管理 (Total Quality Management: TQM) のため

の手法として一般的に定義づけられている、自分の組織の仕事のプロセスをほかの組織と

比較する手法である (Moran & Morner, 2018)。図書館においては、自館にミッションが類似

している図書館の中からベストプラクティスを定め、自館のパフォーマンスと比較するこ

とで自館の不足点や弱い点を見つけ出して改善を図るのである。 

 バランス・スコアカードとは、ビジョンと戦略を実現するために、企業がフォーカスしな

ければならない必要 小限度の成功要因を 4 つの視点としてまとめたモデルである (吉川

武男, 2001)。4 つの視点とは、「財務的視点」「顧客の視点」「社内ビジネス・プロセスの視

点」「学習と成長の視点」である。この 4 つの視点それぞれにおいて戦略目標や業績成功要

因を定め、業績成功要因に対応して成果を数値として評価するのである。 

 第 6 版からは上記の 2 つの評価指標が追加され、さらに評価指標の解説に割かれるペー

ジ数が増加している。このことからも、2000 年代のはじめ頃から図書館評価に対する注目

が高まり始めたといえる。 

 2007 年に出版された第 7 版からは、LibQUAL+が掲載された。LibQUAL+は ARL の主導

により開発され、ARL により提供されている Web ベースの調査である。「サービスの姿勢」

「情報の管理」「場としての図書館」の 3 つの次元について、利用者に、図書館サービスの

「許容できる 低限の水準」「実際に認識しているレベル」「望ましい水準」を尋ね、サービ

スの改善・向上を図る評価手法である (“LibQUAL+,” n.d.)。 
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 第 6 版までに掲載されてきた評価手法は、経営学の領域で発展してきた営利企業を対象

とした評価手法を図書館に適用したものであった。しかし、第 7 版からは図書館に特化した

評価手法である LibQUAL+が掲載されている。このことから、図書館における評価へのニー

ズがより高くなっているといえる。また、これまでの指標は、図書館側の視点からの手法が

中心であったのに対し、後述のフォーカスグループも含め、利用者側の視点を取り入れた評

価手法が生まれ始めている。 

 2013 年に出版された第 8 版からは、節や項が設けられているわけではないが、前述の

LibQUAL+について述べられている節において、電子図書館で提供されるサービスを評価す

るためのツールである DigiQUAL や電子リソースの使用目的とユーザーの人口統計に関す

るデータを収集する MINES for Libraries が含まれる、StatsQUAL が掲載されている。このよ

うにこの頃から、電子的なサービスに関する評価手法も掲載され始めた。 

 第 8 版から新たに掲載された評価手法として、フォーカスグループとユーザビリティ調

査があげられる。フォーカスグループとは、ある共通の属性をもった少数の対象者からなる

グループに対し、座談会形式でインタビューを行う手法である。この手法は、LibQUAL+な

どのほかの調査の結果をフォローアップするものである (Moran & Morner, 2018)。フォーカ

スグループはもともと評価のために考えられた手法ではないが、この手法を用いることで、

質的な視点からの評価を行うことが可能となる。 

 ユーザビリティ調査とは、 “Library and information center management” において述べられ

ている文脈では、図書館の Web ページにおいて、利用者にとってより使いやすい Web ペー

ジを作成することを目的として、ユーザーがタスクを解決する手順を観察・分析して評価す

る手法である。 

 このように近年は、それまでのように量的な指標を中心とした評価方法に加えて、質的な

視点からも評価が試みられるようになってきている。 

 以上のように、 “Library management” および “Library and information center management” 

に掲載されている評価のための手法がどのように発展してきたのかを明らかにした。次に、

この教科書に掲載されている手法のうち、「パフォーマンス指標」「費用便益分析と投資収益

率」「バランス・スコアカード」「LibQUAL+」の 4 つの手法を特に重要性が高い評価手法と

判断し、その評価手法の詳細な理論およびその指標を使用して図書館が評価された事例の

分析を行う。これらの評価法を選定した理由として、まず、2018 年に出版された 新の第 9

版にまで掲載されていることがある。 新版までに掲載がなくなった指標は、現代的な文脈

においてはその重要性が低くなっていると考えられ、 新版に掲載されているということ

は、現代的な文脈においてもその評価指標が重要であると認識されていると考えられるた

めである。また、教科書内にその評価手法の説明などの記述量が多かった点も選定理由とし

てあげられる。評価手法についての記述量が多いことはすなわち、紙幅を割いて丁寧に解説

されているということであり、その評価手法についての読者の理解を深めようとしている

と理解することができる。それは、その評価手法が重要であると考えられているためである
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といえる。このような理由により、前述の 4 つの評価手法を選択した。 

 図書館経営の教科書において節や項としては設けられていなかったが、近年注目されて

いる評価の基準としてインパクト評価があげられる。2014 年に、「ISO 16439: 2014 “図書館

のインパクト評価のための方法と手順”」が刊行されたことからも、その重要性の高さが社

会的に認識されていることがわかる。 “Library and information center management” の本文中

においても、第 6 版から図書館サービスの影響を測定する必要性が言及され始め、 新版で

ある第 9 版においてもその必要性が述べられている。インパクト評価は、まだ確立されてい

るとは言い難く、その手法について議論されている 中であるといえる。そのため、教科書

である “Library and information center management” では、節を設けてはいないと考えられる。

その一方で、今後の議論を通してさらに発展し、重要性も増していく手法であると考えられ

る。そのため、上記の 4 つの手法に加え、「インパクト評価」も理論や事例の分析の対象と

し、理論や事例の分析を行う。 

 

  パフォーマンス指標 

3.2.1 1990 年代までのパフォーマンス指標 

 パフォーマンスは、図書館が提供するサービスの有効性やサービスの提供のための資源

の配分と利用における効率性と定義づけられ、パフォーマンス指標は図書館のパフォーマ

ンスを特徴づけるために用いられる数値または言語による表現であると定義づけられる 

(International Organization for Standardization, 2014a)。 

パフォーマンス指標は図書館において古くから用いられてきた指標である。その理論は、

1960 年代に始まった (Brophy, 2006)。1970 年代には、アメリカにおける経済不況の煽りを

受け、図書館経営における説明責任が問われたことに起因し、パフォーマンス評価に関する

議論が活発になった (小泉, 2011)。 

具体的に図書館サービスについてどのような測定を試みていたかについて、Gault (1984) 

は、公共図書館の児童サービスを評価するための手法として、貸出数やプログラム参加者数、

人口当たり来館者数などのアウトプット指標を紹介している。また、Day (1990) は、インプ

ットとアウトプットをみることがパフォーマンスの測定の伝統的な方法であり、そしてい

くつかの場合においてはプロセスをみることがあると述べている。これらのことから、パフ

ォーマンス指標は伝統的には、インプットやアウトプットを中心に図書館の評価を試みて

いることがわかる。そこから図書館活動の効率を示すプロセスを評価するように発展して

きたといえる。 

プロセスを測定している具体的な例として、Axford (1973) は、アリゾナ州立大学におい

て図書館業務の効率を測定している。フルタイムの職員ひとりが処理できる仕事の量を 1 と

して、組織全体の仕事量を数値化するフルタイム当量 (Full-time Equipment: FTE) を基準に、

1969/70 年と 1971/72 年の資料受け入れや書誌検索、カタログ化などの効率を比較し、業務

手順の見直しにより効率が上がっていることを示している。 
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 Knightly (1979) は、大学、公共、専門図書館 62 館の年報を分析し、そこに書かれている

評価指標を分析している。インプット、アウトプットに加え、プロセス指標と、図書館の効

果を示すインパクト指標に分類し、どの指標がどの程度使用されているかを明らかにして

いる。結果は、プロセス指標が、使用されていた指標の 50.7％を占め、インプット指標は

17.5％、アウトプット指標は 31.6％でインパクト指標は 0％であった。Knightly が“現在、

主な焦点はプロセスに置かれている”と述べていることからも、この時期は主にプロセス、

すなわち効率を評価することに重点が置かれていたといえる。 

 その一方で、Midwinter & McVicar (1990) はスコットランドの公共図書館 41 館を対象にア

ンケート調査を行い、45%の図書館しかパフォーマンス指標を使用していないことを明らか

にしたうえで、政府部門からの財政的なプレッシャーのなかで少数の図書館しかそれを使

用していないことを課題としてあげている。特に公共図書館においては、パフォーマンスを

測定する方法やその意義の浸透が不十分であったことがわかる。 

 また、Redfern (1990)が示しているような、パフォーマンス指標を市民や資金の提供機関

への説明責任を果たすために使用できる可能性も示され始めた。 

 

3.2.2 Management Review Analysis Program (MRAP) 

 パフォーマンス指標とは呼ばれていないが、パフォーマンスを測定していると解釈でき

る評価方法として、現在では使用されていないが、Management Review Analysis Program 

(MRAP) が存在した。MRAP は、1970 年代初めに開発された主に大学図書館の管理機能の

体系的な見直しをガイドするためのパッケージであり (Buckland, 1976)、組織の改善を図っ

ているツールである (Abell, 1976)。Webster (1974) によれば、MRAP は全 7 つのフェーズで

構成され、それぞれに約 1 か月の時間が必要だとされている。フェーズ１から 3 では、研究

チームの組織、高等教育におけるトレンドや大学組織のニーズと関心の調査、大学や図書館

の目的の定義づけが行われる。そのうえで、フェーズ 4 から 6 では、図書館員からなるタス

クフォースを組織し、計画や予算編成、スタッフの育成などの管理機能についての調査分析

がなされる。この段階で、それぞれの現状の効果や効率が測られる。すなわち、パフォーマ

ンスの評価が行われる。 後にフェーズ 7 では、これまでの分析や評価の結果をレポートに

まとめ、改善を試みるものである。 

MRAP の課題として、特にタスクフォースを組織しての調査分析において、高度な能力

が必要である点や手順が複雑で時間が必要である点が指摘されている。たとえば、Abell 

(1976) は、MRAP のスタッフは管理についてある程度の知識を持っていることと、組織内

で変更を実施するために協力して成功した経験を持っていることが重要であり、そのため、

図書館は、スタッフの教育に 1〜2 年投資することにより、MRAP の独特な可能性を 大限

に活用する能力を大幅に向上させることができると述べている。つまり、MRAP を 大限

に活用するためには、1〜2 年のスタッフの教育が必要だということである。また、Stevens 

(1975) によれば、多くの図書館員は、MRAP に費やされた時間とエネルギーは価値があり、
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前向きな変化がもたらされるという論に対して内心懐疑的であり、それにより、タスクフォ

ースのメンバーを集めるのが困難になった。このように、MRAP は調査分析に必要なスキ

ルや分析に多くの時間が必要である点が課題であった。 

 

3.2.3 ISO 11620 “図書館パフォーマンス指標” の出版 

 1993 年に、成果と評価を求める法である、政府業績評価法 (Government Performance and 

Results Act: GPRA) がアメリカ政府により制定され、パフォーマンス指標に関する議論が再

び活発になった。その中で、1998 年に、図書館におけるパフォーマンス指標の国際基準と

して、ISO 11620: 1998 “図書館パフォーマンス指標”が出版された。ISO 2789 “国際図書館統

計” を基礎に、図書館パフォーマンスの測定のための指標に発展させている (Renard, 2007)。

ISO 2789 はパフォーマンス指標を計算するためのデータ収集方法に主眼を置くものではな

いが、図書館サービスに関する統計の取り方が ISO 2789 で規定されており、その数値を使

用したパフォーマンスの計算方法が ISO 11620 で規定されているととらえることができる。

ISO 11620 はすべての国のあらゆる種類の図書館に適用が可能であるものの、規定されてい

るすべてのパフォーマンス指標が、すべての図書館に適用できるわけではない。また、ISO 

11620 で規定されるパフォーマンス指標は、十分に検証され、妥当性を確認され、かつ文献

によって裏付けられていることが望ましいとされている。ただし、実際に図書館において広

く用いられているパフォーマンス指標については、文献による明確な裏付けがなくても良

いとされている (International Organization for Standardization, 1998)。このことから、ISO は

ある程度図書館界での重要性が高いパフォーマンス指標を網羅しているといえる。 

 ISO 11620 は、2003 年に追補版が出版され、2008 年、2014 年にはそれぞれ改訂版が出版

されている (International Organization for Standardization, 2003, 2008, 2014a)。1998 年版では、

各指標が「利用者の意識」「パブリックサービス」「テクニカルサービス」「サービスの推進」

「人的資源の利用と利用可能性」の 5 つにまとめられている。2008 年版からは、図書館で

通常提供されているサービスをバランス・スコアカードのアプローチを使用して提示し、そ

のサービスに関連するパフォーマンス指標がまとめられている。具体的には、「資源・アク

セス・基盤」「利用」「効率」「発展可能性」の 4 つにまとめられた。2014 年版も同様にまと

められている。 

ISO 11620 で規定されたパフォーマンス指標の数について、1998 年版では 29 個のパフォ

ーマンス指標が規定されており、2003 年の追補版で 5 つのパフォーマンス指標が追加され

た。さらに、指標が削除されたり追加されたりをしながら、2008 年版では 45 個、2014 年版

では 52 個のパフォーマンス指標が規定されている。各版において規定されているパフォー

マンス指標は付録に示す。 

次に、重要性が高いと考えられる図書館のパフォーマンス指標がある程度網羅されてい

る ISO 11620 の各版を対象に、そこで規定されているパフォーマンス指標の変遷を分析し、

図書館におけるパフォーマンス指標の変遷を調査する。 
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3.2.4 ISO 11620 “図書館パフォーマンス指標” の変遷 

3.2.4.1 2008 年版で追加された指標 

 ISO 11620 の 2008 年版から追加されたパフォーマンス指標は、次の 24 個である。なお、

各指標の訳は 2008 年版の ISO 11620 に対応する JIS 規格である JIS X 0812: 2012 (日本規格

協会, 2012) を参考にしている。 

 

 不受理セッションの割合  

 図書館間貸出の充足率  

 人口当たり利用者用ワークステーション数 

 人口当たりワークステーション利用可能時間 

 人口当たり利用者用領域の面積 

 人口当たり座席数 

 開館時間と利用者ニーズとの一致度 

 人口当たり職員数 

 人口当たりダウンロードされたコンテンツ単位数  

 情報要求サービスにおける電子的手段による申込割合 

 外部利用者の割合 

 外部利用者による貸出率  

 人口当たり図書館の催物参加者数 

 人口当たり利用者教育参加者数 

 ワークステーション利用率 

 データベースセッション当たり費用  

 ダウンロードされたコンテンツ単位当たり費用 

 職員人件費に対する資料購入費の割合 

 資料整理における職員の生産性 

 電子的コレクション提供にかかる経費の割合 

 電子的サービスに従事している職員の割合 

 職員当たり公式研修参加時間数  

 特別助成金又は創出収入によって得た資金の割合 

 図書館向けに措置される機関の資金の割合  

 

1998 年版は、伝統的な図書館サービスが前提となっており、電子図書館に関する指標は

規定されていなかった (宇陀則彦, 2003) 。2008 年版は、ISO/TR 20983: 2003 “電子図書館サ

ービスのためのパフォーマンス指標” と統合されたこともあり、「不受理セッションの割合」

や「データベースセッション当たり費用」などのデータベースに関する指標や、「電子的コ
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レクション提供にかかる経費の割合」「電子的サービスに従事している職員の割合」などの

電子的なコレクションや電子サービスのための職員に関する指標といった、図書館が提供

する電子的なサービスに関する指標が規定され始めている。情報技術の発展に伴い、図書館

においてもデータベースなどの電子的なサービスを提供することがより一般的になってき

たのだと考えられる。 

2008 年版には、図書館の「場」を活用したサービスに関する指標が規定されていること

も特徴としてあげられる。「人口当たり利用者用領域の面積」や「人口当たり座席数」「開館

時間と利用者ニーズとの一致度」がこれにあたる。さらに、「人口当たり図書館の催物参加

者数」も一部は含まれる。1989 年に Oldenburg により「サードプレイス」が提唱された。

Oldenburg (2013) によれば、サードプレイスは、家庭や仕事の領域を超えた個々人の定期的

で自発的な楽しみのための集いの場を提供する公共の場であり、現代社会において重要な

場である。図書館においてもこのサードプレイスの役割が担われ始めており、物理的な場を

活用するサービスが図書館において広がってきているといえる。 

さらに、「外部利用者の割合」や「外部利用者による貸出率」という、本来の図書館のサ

ービス対象者ではない人々にどれだけ利用されているか、という視点がパフォーマンス指

標として規定された。この指標は、サービス対象外の人々をどれだけ惹きつけているかを測

定していると解釈できる。それにより、その図書館の魅力度の測定を試みているのだといえ

る。 

また、「特別助成金又は創出収入によって得た資金の割合」や「図書館向けに措置される

機関の資金の割合」という、図書館の今後の発展のための資金に関する指標が規定されたこ

とも、2008 年版の特徴である。図書館の発展可能性が評価指標として用いられ始めている

のである。図書館が自ら資金を集められるようになるためには、図書館が社会において重要

な役割を果たしていることを社会に発信していく必要がある。そのような点もこれからの

図書館に求められている。 

 

3.2.4.2 2014 年版で追加された指標 

 ISO 11620 の 2014 年版から追加されたパフォーマンス指標は、次の 17 個である。なお、

新版でもある 2014 年版は、対応する JIS 規格が 2019 年 12 月時点で出版されていないた

め、これまでの指標の訳を参考に著者が訳した。 

 

 1000 件当たりデジタル化されたコレクションの数 

 機関リポジトリ内の当該機関の出版物の割合 

 レファレンス業務にかかる時間 

 Web 経由でアクセス可能な貴重資料の割合 

 もとの状態で利用できる貴重書の割合 

 保存/修復作業を必要とする貴重書のうち、そのような作業を受けたものの割合 
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 人口当たり利用者用の場所の数 

 適切な環境を持つ保存スペースの割合 

 デジタル化された資料のうちダウンロードされた数 

 再利用意志 

 コレクション利用あたりの費用 

 コレクション利用あたりの受入費用 

 ダウンロード当たり費用 

 貸出と配送サービスにおける従業員生産性 

 タイトルカタログ化にける人件費 

 研修に費やされた時間の割合 

 協力的パートナーシップとプロジェクトのスタッフの割合 

 

 ISO 11620 の 2014 年版では、「もとの状態で利用できる貴重書の割合」や「保存/修復作業

を必要とする貴重書のうち、そのような作業を受けたものの割合」「適切な環境を持つ保存

スペースの割合」といった、図書、特に貴重書の保存に関するパフォーマンス指標が新しく

規定されている。図書の保存も図書館の重要な役割の 1 つであり、それもしっかりと評価し

ようという動きがみられ始めた。 

 2008 版で追加された電子的サービスに対するパフォーマンス指標が拡大したと考えられ

る指標として、「1000 件当たりデジタル化されたコレクションの数」と「機関リポジトリ内

の当該機関の出版物の割合」「Web 経由でアクセス可能な貴重資料の割合」があげられる。

2008 年版で追加された指標が、電子資料を提供することに関連する指標であったのに対し、

2014 版で追加された指標は、電子資料を図書館が発信することに関連する指標である。図

書館に資料、特に電子資料の提供にとどまらず、自ら発信することも求められてきたといえ

る。 

 そのほかにも、2008 年に追加された指標の視点が拡充されたと考えられるパフォーマン

ス指標がある。まず、「人口当たり利用者用の場所の数」は、図書館の「場」としての役割

の視点を拡充した指標であるといえる。「再利用意志」は、2008 年版で追加された外部利用

者の視点からではなく、本来のサービス対象者の視点からも図書館の魅力度の測定を試み

ている指標であると考えられ、その視点を拡充した指標であるといえる。 後に、「研修に

費やされた時間の割合」や「協力的パートナーシップとプロジェクトのスタッフの割合」は、

図書館の発展可能性を資金とは異なる観点から評価しようとしているといえる。 

 

3.2.4.3 改訂の際に掲載がなくなった指標 

 ここまで、ISO 11620 の改訂の際に追加されたパフォーマンス指標の分析を行った。次に、

改訂の際に掲載がなくなった指標の分析を行う。 

 まず、2008 年の改訂で掲載がなくなったパフォーマンス指標は次の 13 個である。なお、
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各指標の訳は JIS X0812: 2007 (日本規格協会, 2007) を参考にしている。 

 

 タイトル利用可能性 

 要求タイトル一定期間内利用可能性 

 資料利用率 

 階下からの資料探索所要時間（中央値） 

 人口当たり貸出中資料数 

 職員当たり貸出数 

 タイトル目録探索成功率 

 設備利用可能性 

 設備利用率 

 コンピュータシステム利用可能性 

 タイトル当たり目録費用 

 所蔵資料の貸出率 

 人口当たり利用者サービス従事職員数 

 

次に、2014 年の改訂で掲載がなくなったパフォーマンス指標は次の 10 個である。なお、

各指標の訳は JIS X0812: 2012 (日本規格協会, 2012) を参考にしている。 

 

 主題目録検索成功率 

 人口当たり利用者用ワークステーション数 

 人口当たりワークステーション利用可能時間 

 人口当たり座席数 

 人口当たり館内利用数 

 情報要求サービスにおける電子的手段による申込割合 

 ワークステーション利用率 

 貸出当たり費用 

 データベースセッション当たり費用  

 ダウンロードされたコンテンツ単位当たり費用 

 

 掲載がなくなったパフォーマンス指標をみると、そのほとんどは完全に無くなったとい

うわけではなく、ほかの指標と統合されていたり、より広い範囲を表す別の指標に置き換わ

ったりしている場合が多い。たとえば、「人口当たり利用者用ワークステーション数」が、

「人口当たり利用者用の場所の数」に変わっていることや、「貸出当たり費用」が「コレク

ション利用あたりの費用」に変わっていることがあげられる。 

 一方で、完全に無くなったと考えられる指標も存在する。「タイトル目録探索成功率」は
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完全に無くなっているといえる。これは、OPAC の普及により、要求タイトルの探索が非常

に容易になったことにより、パフォーマンス指標としての重要性が低くなったためである

と考えられる。 

 

3.2.5 ISO 11620 “図書館パフォーマンス指標” の適用事例 

 ISO 11620 において規定されているパフォーマンス指標のいくつかを用いて評価を試みて

いる図書館は多いと思われるが、ISO 11620 を明示的に使用している事例はほとんどみられ

ない。数少ない事例として、香港教育大學圖書館 (2019) は Web ページで ISO 11620 で規定

されているいくつかの指標で評価を行った結果を公表している。また、徳原直子 (2008) は

国立図書館のためのパフォーマンス指標作成の議論を紹介する過程において、日本の国立

国会図書館において ISO 11620 に規定されているいくつかの指標を適用している。一方で、

多くの図書館において評価に用いられている数値であると考えられる貸出数は、図書館に

おいては非常に古くから使用されているものである。たとえば、ウォーダー公共図書館の

1896 年の年報にも貸出数の掲載がある (Warder Public Library, 1896)。つまり、ISO 11620 に

規定されていても、実際に図書館で使用されているのは、図書館において伝統的に使用され

てきた指標が多い。 

 ISO 11620 は世界中のあらゆる図書館に適用できるようにするため、数多くの指標を掲載

しており、さらに、改訂を重ねることで、時代に適応した指標も掲載している。そのため、

指標の網羅性や時代への適応性という面では高く評価できる。しかし実際に図書館で適用

する際には、自館でどの指標を使用すれば良いのかの判断が難しくなってしまうという課

題もあると考えられる。 

 

3.2.6 パフォーマンス指標のまとめ 

 パフォーマンス指標は、伝統的にはインプットとアウトプットを評価する指標である。そ

れが、インプットやアウトプットから算出されるプロセスの評価へと発展してきたといえ

る。図書館界ではさまざまなパフォーマンス指標が考案されており、それを網羅的にまとめ

た基準として、1998 年に、ISO 11620: 1998 “図書館パフォーマンス指標” が出版され、国際

的にパフォーマンス指標が統一された。ISO 11620 は国際的にあらゆる種類の図書館に適用

可能な指標であり、さらに、改訂が重ねられ、新しいサービスに対するパフォーマンスを取

り入れることで発展しており、図書館にとっては有用な評価指標を提供しているといえる。

しかし、実際に ISO 11620 が明示的に適用されている事例は少ない。ISO 11620 では多くの

パフォーマンス指標が規定されており、図書館がどの指標を使用したら良いのかの判断の

際に迷ってしまうという課題が考えられる。また、2019 年には、ISO 21248 “国立図書館の

ための質的評価” が制定された。この基準は、国立図書館のサービス評価のためのパフォー

マンス指標を規定している。このように、今後は規定されているパフォーマンス指標が適用

される館種が細かくなっていく可能性も考えられる。 
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 パフォーマンス指標は、ISO 11620 において述べられているように、同じ図書館の経年的

な比較に用いられ、異なる図書館の比較は注意深く行われなければならない。このことから、

パフォーマンス指標は、同じ図書館におけるサービスの改善や効率化に主に用いられると

いえる。もちろん、市民に対する説明責任を果たすためにもある程度は活用が可能である。

ISO 11620 で規定されているパフォーマンス指標において、近年その重要性が指摘されてい

るアウトカムやインパクト、バリューを測定するための指標として、「利用者満足度」や「再

利用意志」が存在するものの、その数は非常に少ない。この点は課題であるといえる。しか

しながら、パフォーマンス指標は図書館サービスの有効性やサービスの効率を数値という

非常に客観的な表現で示している指標であり、今後もその重要性はますます増加していく

と考えられる。 

 

   費用便益分析と投資収益率 

3.3.1 費用便益分析と投資収益率の理論 

 3.1 節で述べたように、費用便益分析は、図書館で提供されるサービスの価値が提供のた

めのコストと比較してどれほど大きいか、または小さいかを分析する手法であり、投資収益

率は、図書館が得ている収入でどれほどの価値を生み出しているかを示す手法である。費用

便益分析がもともとは図書館が提供するサービスのために支払われる費用の正当性を評価

することを目的としていたのに対し、投資収益率は、特に図書館が産出した価値の大きさに

着目して評価を試みているものであるといえる。しかし、実際の適用にあたっては両者が明

確に区別されていることは少ない。実際に、Matthew (2011) によれば、投資収益率はしばし

ば費用便益分析と呼ばれる。 

 費用便益分析の手順としては、まず、図書館全体やある図書館サービスの価値、特に経済

的な価値を測定し、それを図書館全体の予算やサービス提供のための予算とその多寡を比

較することで、図書館がサービスを行ったことによりどれだけの価値を生み出したかを測

定するのである。 

 この手法を行う際に重要となるのが、どのようにして図書館サービスの経済的な価値を

測定するのかという点である。図書館サービスの経済価値を測定するための手法は、大きく

区分すると 2 種類ある。すなわち、「顕示選好法」と「表明選好法」である。顕示選好法は、

図書館に関連する市場財の価値や利用者の行動を観察することで間接的に図書館の価値を

測定する手法である。表明選好法は、利用者に対して直接的に図書館の価値を尋ねることで、

図書館の価値を測定する手法である。図書館において用いられてきた代表的な手法として、

顕示選好法の「代替法」「トラベルコスト法」、表明選好法の「仮想評価法」があげられる。

次に、各手法について、その手法が使用された事例の分析を行う。 

 

3.3.2 代替法 

 代替法とは、図書館に関連する市場財の価値から図書館サービスの価値を測定する手法
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である。 も代表的なものとしては、図書館が購入した図書の平均単価に貸出数を乗じるこ

とで、貸出サービスの価値を測定する場合が考えられる。 

 佐藤玲秀 (1978) は、アメリカのフェアファックス郡において、図書館の予算が減額され

ようとした際に、代替法を用いて図書館が約 4,700 万ドルの価値を生み出していることを算

出し、それを市民にアピールすることで、予算の減少を防ごうとした事例を紹介している。 

この事例に限らず、図書館における代替法の課題として、池内淳 (1999) も指摘している

ような、図書館の 1 回の貸出と書店などでの図書 1 冊の購入を同じ価値であるとみなして

しまっているという問題と、費用と比較する際に、費用は通常図書館の年間運営費であるた

め、その費用には図書館建設費などの初期費用が含まれていないという問題が存在する。ま

た、Neal (2011) も同様に、図書館がない場合に利用者が図書を購入すると仮定することを

疑問視している。 

また、Sumsion, Hawkins, & Morris (2003) は、イギリスの公共図書館において、貸出サー

ビスの価値を代替法により算出し、合計で 6 億 2280 万ポンドの価値があることを示してい

る。この研究では、前述の 1 回の貸出と図書 1 冊の購入を同じ価値であるとみなしている

という課題に対して、先行研究をレビューしたうえで、1 回の貸出の価値を図書の価格の

20％であると仮定して価値の算出を行っている。しかし、20%という数値は先行研究のレビ

ューから出された数値ではあるもののあくまで経験則であり、その数値に明確な根拠があ

るわけではない。 

 代替法は直感的でわかりやすい手法ではある反面、代替財として計算される財がどれだ

けその代替性を反映しているかを明確にするのが困難であり、代替財やその価格の妥当性

に課題があるといえる。 

 

3.3.3 トラベルコスト法 

 トラベルコスト法とは、景観やレクリエーションの価値を測定するために用いられる、あ

る場所へ行くための交通費や宿泊費などの旅費を、その場所の価値として測定する手法で

ある。その場所を訪れる人は、旅費を払ってでもその場所を訪れる価値があると考えている。

そのため、算定される価値は訪問者にとってのその場所の価値を反映しているという考え

方である。これに加えて、ある選択をした際に、別の選択をした際に得られる利益である機

会費用を踏まえて計算を行う場合もある。 

 この手法を図書館に適用した例として、Getz (1980) の研究がある。この研究は、ニュー

ヨーク公共図書館の分館の効率を明らかにすることを目的としており、そのためにその経

済的価値を算出している。経済的価値の算出においてトラベルコスト法を用いており、1 時

間の移動の機会費用を 4 ドルとして計算している。 

 トラベルコスト法は景観やレクリエーションの価値の測定を目的としており、旅費を価

値とみなしている手法である。そのため、その場所で何をしたかは考慮されていない。図書

館に適用する場合は、図書館の価値を測定するためのひとつの手法ではあるが、サービスの
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ための費用と単純に比較することはできない。そのため、費用便益分析のために使用するに

はあまり適していないといえる。 

 トラベルコスト法に類似した手法として、図書館で提供されるサービスが利用者の情報

入手のための時間をどれだけ節約したかを測定し、それを図書館の価値とみなす手法も存

在する。たとえば、Kramer (1971) は、ボーイング社の航空宇宙グループ図書館において、

図書館サービスが技術者の時間をどれだけ節約したかを調査している。その結果、文献検索

においては、図書館員が文献検索に費やす 1 時間ごとに、技術者の 8.86 人時の作業を節約

しており、レファレンスサービスにおいては、1 質問あたり利用者の時間を 5.42 時間節約し

ていることを明らかとした。なお、人時は、ある作業を 1 人で行ったときにかかる時間を示

す作業量の単位である。また、Nightingale (1973) は、ロンドンのブリティッシュ・ペトロリ

アムにおいて、カレントアウェアネスサービスの価値を、節約された社員の時間という観点

から算出し、年間 27,000 ポンドであると結論付けている。 

このように、トラベルコスト法は、主に時間の価値を図書館の価値とみなして費用を測定

している。時間の価値を単純に図書館の価値とみなしてしまって良いのかという点に議論

の余地があると考えられる。 

 

3.3.4 仮想評価法 

3.3.4.1 仮想評価法の理論 

 仮想評価法とは、代替法やトラベルコスト法のように間接的に図書館の価値を測定する

のではなく、利用者に直接的に価値を尋ねる手法である。価値の尋ね方は、財やサービスに

対して支払っても良いと思う額である「支払意志額」を尋ねる方法と、あるサービスがなく

なることを想定した際にそれを補償するために必要な額である「受入補償額」を尋ねる手法

である。なお、一般的に「受入補償額」の方が「支払意志額」よりも大きくなる。実際に、

Holt, Elliott, & Moore (1999) はアメリカのセントルイスの市民に対して「受入補償額」と「支

払意志額」を尋ねており、その結果は、一般市民の「受入補償額」の額が「支払意志額」の

額よりも約 9 倍大きいことを示している。 

 仮想評価法における「支払意志額」や「受入補償額」の質問方法は大きく 4 種類存在す

る。栗山浩一 (1997, p.24) はその回答方式を表 1 のようにまとめている。 

 自由回答方式は、回答者に自由に回答を記入してもらう方式である。調査者が与える情報

によるバイアスがかからない一方で、無回答や極端に高いまたは低い額が現れる確率がほ

かの方式よりも多くなる。付値ゲーム方式は、調査者が回答者にある金額を提示し、それ以

上払う意志があるかを尋ね、「はい」と回答した場合は、さらに高い金額が提示される。こ

れを「いいえ」と答えられるまで繰り返す方式である。無回答の数は大幅に減少するが、

初に提示された金額が回答に影響する。支払いカード方式は、調査者が複数の選択肢を提示

し、回答者はその中から回答を選択する方式である。無回答や付値ゲーム方式のような 初

に提示する金額による影響を避けることができる一方、選択肢として提示した金額の範囲 
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表 1. 仮想評価法の質問方式 

名称 自由回答方式 付値ゲーム方式 支払カード方式 二項選択方式 

内容 

自由に金額を記入し

てもらう 

市場のセリのように

して金額を決定 

選択肢の中から金額

を選択してもらう 

金額を回答者に提示

して YES または NO

で回答してもらう 

特徴 

無回答が多くなる 回答に時間を要する 

初の提示額の影響

を受ける 

提示した金額の範囲

が回答に影響する 

回答者が答えやすく

バイアスが比較的少

ない 

 

が回答に影響してしまう。 後に、二項選択方式は、ある金額より高い金額を支払う意志が

あるかどうかを 1 度だけ尋ねられる。「はい」と答える確率と提示した金額を統計的に処理

することで、支払い意志額を推定する方式である。回答者が回答しやすく、バイアスも比較

的少ないが、妥当な初期値を設定するのが困難であるという課題もある。 

 

3.3.4.2 仮想評価法の課題と使用のメリット 

仮想評価法には、あくまで仮想的な評価であり、リアリティが欠如しているという指摘が

あり、さらに、前述の回答の方式によるもののほかにも様々なバイアスが存在することが知

られている (栗山, 1997)。栗山はそのバイアスを表 2 のようにまとめている。 

実際の使用にあたっては、こういったバイアスが存在することも頭に入れておく必要が

ある。 

 一方で、仮想評価法は、ほかの方法では測定が困難な「非利用価値」なども含めて価値を

測定できるというメリットが存在する。このような非利用価値も含めた公共文化施設の価

値は、岡安麗奈 (2019) によって表 3 のようにまとめられている。 

また、仮想評価法は、表明選好法であり、市民が実際に感じている価値を直接的に得られ

るということもメリットとして考えられる。 

 

3.3.4.3 仮想評価法の適用 

仮想評価法を使用したと明記しているわけではないが、大沢まどか & 杉村優 (1985a, 

1985b) は、取手市立図書館、石岡市立図書館において、図書館サービスに対する貨幣価値

意識を、支払意志額を尋ねることにより調査し、図書館サービスに対する支払意志額の平均

が 2,066 円であることを明らかにしている。また、Vavrek (1995) は、アメリカの地方在住者

に対する情報利用に関する調査の項目において、図書館サービスに対する支払意志額を尋

ねている。 も多かった回答は「1 ドル未満」で 48.9％であり、次いで「1 ドル以上 2 ドル

未満」が 31.3％、「2 ドル以上 3 ドル未満」が 10.1％、「4 ドル以上」が 7.1％、「3 ドル以上 
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表 2. 仮想評価法のバイアス 

 

 

歪んだ回答を行う誘因によるもの

戦略バイアス
環境財が供給されることは決まっているが、表明した金額に応じて課税額が決まるな
らば過小表明しようとする誘因が働く。逆に、課税額は一定だが、表明した金額に応
じて環境財の供給が決まるならば、課題表明する誘因が働く

追従バイアス 相手に喜ばれるような回答をしようとする

調査機関バイアス 回答者が調査機関にとって望ましい回答をしようとする

質問者バイアス 質問者が喜びそうな回答をしようとする

評価の手がかりとなる情報によるもの

開始点バイアス 質問者が 初に提示した金額が回答に影響する

範囲バイアス 支払意志額の範囲を示すと、それが回答に影響する

関係バイアス 評価対象と他の財の関係を示すと、それが回答に影響する

重要性バイアス 質問内容が評価対象の重要性を暗示すると、それが回答に影響する

位置バイアス 質問順序が評価対象の価値の順序を暗示していると受け取る

シナリオ伝達ミスによるもの

理論的伝達ミス 提示したシナリオが経済理論的あるいは政策的に妥当ではない

評価対象の伝達ミス 回答者の受け取った内容が質問者の意図したものとは異なる

シンボリック・バイア
ス

調査者が意図した財とは異なる何かシンボリックなものを回答する

部分全体バイアス 調査者の意図する財よりも大きい、あるいは小さい財について回答する

地理的部分全体バイア
ス

調査者の意図する財の地理的範囲よりも大きい、あるいは小さい範囲の財について回
答する

便益部分全体バイアス 評価対象の便益の及ぶ範囲が、調査者の意図する範囲よりも大きい、あるいは小さい

政策部分全体バイアス
調査者の意図した政策内容よりも包括的、あるいは部分的な政策内容について回答者
が想定する

測度バイアス 評価測度が調査者の意図したものとは異なる

供給可能性バイアス 評価対象の供給可能性が調査者の意図したものとは異なる

状況伝達ミス 提示する仮想的市場の状況が調査者の意図するものとは異なる

支払手段バイアス 支払手段が調査者の意図とは異なって認識されたり、支払手段そのものが価値を持つ

所有権設定バイアス 評価対象の所有権が調査者の意図とは異なる

供給方法バイアス
評価対象の供給方法が調査者の意図とは異なって認識されたり、供給方法そのものが
価値を持つ

予算制約バイアス
回答者が支払うと答えると、他の財を購入できる金額が低下することを、調査者の意
図した通りに回答者に伝えられない

評価質問方法バイアス
評価対象が提供される代わりに現実に 大支払っても構わない金額を答えるという状
況設定が適切に伝えられない

説明内容バイアス 評価対象を説明するために、事前に回答者に示す内容が回答に影響を与える

質問順序バイアス 複数の財をたずねると、前の質問に答えた金額にさらに支払うと回答者が想定する

サンプル設計とサンプル実施バイアス

母集団選択バイアス 選択された母集団が、評価対象財の便益や費用が及ぶ範囲から見たときに不適切

サンプル抽出枠バイアス
サンプル抽出に用いるデータ（住民台帳、電話帳など）が、母集団のすべてを反映し
ていない

サンプル非回答バイアス
支払意志額を答えた回答者と答えていない回答者で統計的に有意な差がある。質問全
てを回答しない場合と、支払意志額の質問のみ回答しない場合がある

サンプル選択バイアス 評価対象についての関心が高いほど有効回答が高くなる傾向がある

推量バイアス

時間選択バイアス 質問を行う時期によって評価額が影響を受ける

集計順序バイアス

地理的集計順序バイア
ス

地理的に離れている評価対象の支払意志額を不適切な順序でたずねて集計してしまう

複数財集計順序バイア
ス

複数の評価対象の支払意志額を不適切な順序でたずねて集計してしまう
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表 3. 公共文化施設の価値 

 

 

4 ドル未満」が 2.6％であった。このように、仮想評価法を明示的に使用していなくても、

支払意志額を尋ねている事例も散見される。 

 仮想評価法を使用して図書館の経済的価値を測定した事例として、Hider (2008) は、オー

ストラリアのウォガウォガ市立図書館の価値を、支払意志額を尋ねることで明らかにして

いる。2、4、8、10、12、20 ドルを基準として、二項選択方式を用いて調査している。その

結果、世帯当たり平均月 8.27 豪ドル、年間合計では 1,762,105 豪ドルの価値を産出している

ことを明らかとした。また、Kwak & Yoo (2012) は、韓国国立図書館クァンジュ分館を対象

に、その価値を二段階二項選択方式で「支払意志額」を尋ねることにより明らかにしている。

その結果、世帯あたり図書館付近の地域では 3330.5 ウォン、それ以外の地域では 3572.9 ウ

ォンの価値を年間に感じており、合計では年間約 600 億ウォンの価値を算出していること 

を明らかにしている。日本における事例として、横田隆司ら (2002) は図書館が新規に建設

されるという状況を仮定した場合の税金からの支出による「支払意志額」を、シナリオ内の

建設予定地区の周辺住民に尋ねている。その結果、図書館建設のために約 7.3 億円支出する

意志があることを明らかにした。このように、費用との比較をしてはおらず、単に図書館の

経済的価値を測定している研究もみられる。経済価値の測定は、後述のインパクト評価にも

活用できるといえる。 

 経済価値を測定し、費用との比較までしている事例として、Pung, Clarke, & Patten (2004) 

は、英国図書館を対象に、英国図書館の中でも も価値が大きいと考えられる「読書室」と

「リモートサービス」「公共展示」に注目し、利用者以外の一般市民も含めた回答者に、そ

れらに対する「支払意志額」や「受入補償額」を自由回答方式で尋ねている。それに加え、

前述の代替法やトラベルコスト法のように、図書館がなかった場合に代替物に支払う推定

直接的利用価値 公共文化施設を利用することによって直接的に得られる価値

間接的利用価値 公共文化施設の写真や映像などを通じて間接的に得られる価値

存在価値 公共文化施設が存在するという事実から得られる象徴的な価値

遺贈価値（遺産価値） 公共文化施設を将来世代に残すことを望む価値

代位価値（代理価値） 他者による公共文化施設の利用を期待することで発生する価値

審美的価値 公共文化施設の美しさによって生まれる価値

教育的価値 芸術・文化に対する知識や教養を広げることで得られる価値

レクリエーション価値 公共文化施設を体験する楽しさを表す価値

技術的外部性 威信価値（名声価値） 公共文化施設を誇りに感じる価値

短期低効果 公共文化施設の存在が周辺の店にもたらす副次的な経済波及効果

長期的効果
公共文化施設の存在によって人的資本の強化や生産性の向上までも
が見込まれる長期的な経済波及効果

オプション価値 公共文化施設を将来的に利用できるという可能性から得られる価値

利用価値

非利用価値

金銭的外部性
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額や旅費も尋ねられている。それらの結果から英国図書館の価値が推定された。 終的な結

果として、英国図書館は年間で投入額の約 4.4 倍の価値を生み出していると結論付けてい

る。また、Aabø (2005) は、ノルウェーにおいて、ランダムに選ばれた図書館の非利用者を

含む 999 人の市民にインタビュー調査を行い、「支払意志額」や「受入補償額」を自由回答

方式で尋ね、投入額の約 4 倍の価値が産出されていると結論付けている。Stejskal, Hájek, & 

Řehák (2019) は、チェコの公共図書館サービスの経済価値を、「支払意志額」を自由回答方

式で尋ね、投入額の約 4.3 倍の価値を算出していることを明らかにしている。このように、

図書館の経済価値と費用を比較した研究がみられるが、その結果はどれも図書館の価値が

投入額の 4 倍強であることを示している。また、このように経済価値と実際に投入された費

用を比較することは、多くは単発で行われている。図書館の評価は、継続的に行うことで、

図書館の取り組みの効果を確認したり、さらなる改善を目指したりすることが重要である。

しかし、たとえば英国図書館のように経済価値の評価を継続的に評価している例もあるが

(British Library, 2004; Tessler, 2013)、多くはその継続性に課題が残るといえる。この理由とし

て、仮想評価法は調査のためのコストがかかる点や、図書館員に調査のための知識が不足し

ており、調査に外部の専門家が必要となることが考えられる。 

 図書館全体ではなく、図書館サービスのうちのある特定のサービスの価値の測定と費用

の比較を行っている研究も存在する。前述の Stejskal et al (2019) の調査では、図書館全体の

価値と同時に児童サービスの価値を算出し、費用と比較して投入額の約 11.2 倍の有効性が

認知されていると結論付けている。しかし、児童サービスのために投入された費用の算出方

法には言及されておらず、その費用が適切であるかの判断は不可能である。また、Harless & 

Allen (1999) は、バージニアコモンウェルス大学のジェームズブランチキャベル図書館のレ

ファレンスサービスを仮想評価法により評価し、投入額の 3.5 倍の価値が産出されているこ

とを示している。この研究において費用として計算されたのはレファレンスサービスの人

件費のみである。コレクションの購入費や目録作成のための費用、大きくは図書館の建設費

などもレファレンスサービスのために必要な費用であると考えられるが、それらは費用に

含まれていない。日本において、池内淳 (2003) は杉並区立図書館と横浜市立図書館を対象

に、借覧に対する「支払意志額」を尋ねて費用便益分析を行っている。この研究では、費用

として人件費を含まない「図書館費」と「資料費」との比較を行っている。池内が指摘して

いるように、本来であれば、人件費や物件費のうち、館外貸出サービスのための費用を抽出

しなければならないが、実質的にそれを正確に抽出することはほぼ不可能である。図書館サ

ービスのうち、あるサービスに対する費用便益分析をする際にはそのサービスのための費

用を算出することが必要となるが、以上のことからわかるように、その費用を正確に算出す

ることは非常に困難である。あるサービスに対する費用を算出する際には、慎重に検討を行

う必要があるといえる。 
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3.3.5 費用便益分析と投資収益率のまとめ 

 費用便益分析および投資収益率は、図書館の価値を貨幣価値として算出することで、その

ほとんどが貨幣であると考えられる図書館の投入資源と比較して、図書館がどれだけの価

値を生み出したかを示す手法である。もともとは図書館を建築したり、新しいサービスを検

討したりする際にその正当性を検討するひとつの手法であったが、実際は図書館が実際に

提供したサービスの価値を測定し、分析することが多い。したがって、この手法は価値測定

の手法による一定の課題はあるものの、市民や資金提供機関への説明責任を果たすという

視点において有用であるといえる。一方で、図書館の特定のサービスに対する分析には、そ

のサービスのための費用を正確に把握することが困難であり、さらに、図書館サービスの内

容には言及できていないことから、図書館内におけるサービスの改善に活用することは難

しいといえる。 

 

 バランス・スコアカード 

3.4.1 バランス・スコアカードの理論 

 バランス・スコアカードは、Kaplan & Norton (1992) により発表された、営利企業を想定

した経営管理手法である。経営における戦略を「財務的視点」「顧客の視点」「社内ビジネス・

プロセスの視点」「学習と成長の視点」の 4 つの視点から決定し、この 4 つの視点それぞれ

において目標や業績成功要因を定め、業績成功要因に対応して成果を数値として評価する

のである。 

 バランス・スコアカードのフレームワークは図 3 のように示される (Kaplan & Norton, 

1997)。 

 バランス・スコアカードは組織のビジョンをわかりやすく一貫性のある業績評価指標に

置き換える仕組みを提供しているツールである (Kaplan & Norton, 1997)。図書館評価の文脈

では、ここでいわれている業績評価指標はすなわち、パフォーマンス指標であると解釈する

ことができる。 

 

3.4.2 バランス・スコアカードを適用した事例 

 図書館においてバランス・スコアカードが適用された事例として、バージニア大学図書館

の事例があげられる。バージニア大学図書館では、2001 年にバランス・スコアカード導入

のためのプロジェクトが開始された (Jim Self, 2003)。バージニア大学図書館においてバラ

ンス・スコアカードを導入した背景には、長年の評価活動による統計データの収集と運用に

おける蓄積のうえに、バランス・スコアカードを導入することにより、統計データのポイン

トを明確にし、統合的な運用を図ろうとしたことがある (James Self, 2003)。バランス・スコ

アカードの構築にあたっては、4 つの視点それぞれに、多様な職責や担当からなるタスクフ

ォースが任命された (James Self, 2003)。 
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和訳は Kaplan & Norton (1997, p.30) より引用  

図 3. バランス・スコアカードのフレームワーク 

 

 次に 4 つの視点それぞれにおいて、戦略目標が定められ、戦略目標の下に数個の評価指標

が設定された。赤澤久弥 (2010) は、バージニア大学図書館においてバランス・スコアカー

ド導入を主導した MIS (Management Information Services) 部門のディレクターである James 

Self 氏へのインタビューを通して、バランス・スコアカードの構築過程において、この評価

指標の選定が重要視されていることを明らかとしている。その理由として、バランス・スコ

アカードを図書館に適用するにあたっては従来の図書館文化とのせめぎあいや「図書館は

何を重視するのか」という決定を伴うが、それが表出するのが評価指標の作成過程であるた

めである。バージニア大学図書館では既存の図書館計画文書から評価指標を構築すること

を試みたがうまくいかず、新しい評価指標を作成することになった。James Self (2003) は、

新しい評価指標を作成するにあたり、多数の図書館業務の中で何を特定的に取り上げるの

か、また、業務内容をどのように数値として評価するのか、目標を達成したとする基準をど

のように設定するのかという点で難しい決断をしなければならなかったと述べている。 

 このようにして実際に構築されたバランス・スコアカードは、各視点の配下の評価指標が

利用者サービスの向上を 終目的として設計されており、利用者思考のバランス・スコアカ

ードとなっている (Willis, 2004)。また、「顧客の視点」も「利用者の視点」に名称が変更さ

れている。 



27 
 

実際に作成された評価指標は、バージニア大学図書館の報告書 (University of Virginia 

Library, n.d.) によれば、たとえば、利用者の視点として、「新着研究図書の貸出率」が評価

指標として作成され、達成目標 1 はカタログ化されてから 2 年以内の新着図書の 60％が貸

し出されること、達成目標 2 は 50％が貸し出されることとされている。達成目標 1 は、目

標の完全な達成を示し、達成目標 2 は目標値を下げており、2 段階での評価を行っている。

業務プロセスの視点としては、「通常の受入の処理時間」が作成され、達成目標 1 は北米で

発行された資料のうち 90％の資料が 1 か月で受入処理完了、達成目標 2 は 80％の資料が 1

か月で処理完了することとされている。財務の視点として、「雑誌（紙媒体と電子媒体）の

利用単価」が作成され、達成目標 1 は年間の単価が上昇しないこと、達成目標 2 は年間の単

価の上昇率が 5％以内であることとされている。 後に学習と成長の視点として、「職員用

エリアとパブリックなエリアのリノベーション」が作成され、達成目標 1 は 低でも職員用

エリア 1 か所、パブリックなエリア 1 か所を含む 3 以上のエリアがリノベーションされる

こと、達成目標 2 は 2 か所のエリアがリノベーションされることとされている。 

 バランス・スコアカードを導入した結果、図書館の現状を正しく把握することで改善につ

ながっている。たとえば、リクエスト図書が利用可能になるまで 1 週間と周知してきたのに

対し、実際は 17％のリクエスト図書しか満たしていないことが明らかとなり、改善につな

がった事例がある (Willis, 2004)。また、直接的な効果ではないが、導入の過程において組織

のビジョンの明確化と共有化を実現しており (赤澤, 2010)、この点もメリットであると考え

られる。一方で、バランス・スコアカードの導入を管理主義であるととらえて反発する図書

館員も存在する (James Self, 2004)。 

 

3.4.3 バランス・スコアカードのまとめ 

 バランス・スコアカードは、「財務的視点」「顧客の視点」「社内ビジネス・プロセスの視

点」「学習と成長の視点」の 4 つの視点からそれぞれ戦略目標を定め、その戦略目標に基づ

いて評価指標を作成する手法である。図書館評価の文脈では、作成される評価指標はパフォ

ーマンス指標であるといえる。この手法を用いることで、図書館の現状を正確に把握できる。

それに加えて、事例でもみられたように、評価指標の決定までに多くの議論を行うことで組

織のビジョンを明確化し、それを共有化することができる。逆に言えば、バランス・スコア

カードは単純に評価指標を提供するだけのツールではなく、評価指標の決定までに、非常に

多くの議論が必要であるため、図書館が手軽に取り入れられる手法であるとはいえない。バ

ランス・スコアカードは、Matthews (2008) が述べているように、単なるパフォーマンス測

定のためのツールではなく、戦略を基礎とした経営システムなのである。 

 バランス・スコアカードは、独自の視点を設けているものの、実際の評価指標はパフォー

マンス指標であり、パフォーマンス指標と同様に、ある程度は市民に対する説明責任を果た

すためにも活用が可能である。しかし、主には同じ図書館におけるサービスの改善や効率化

に用いられるといえる。 
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 バランス・スコアカードは、図書館評価においてはほとんど使用されていない手法である。

しかし、前述した ISO 11620 “図書館パフォーマンス指標”の 2008 年版と 2014 年版では規定

されているパフォーマンス指標がバランス・スコアカードの枠組みを用いて整理されてお

り、図書館界に間接的にも影響を与えている手法であるといえる。 

 

 LibQUAL+ 

3.5.1 SERVQUAL 

 LibQUAL+の基礎となった評価手法が SERVQUAL である。SERVQUAL は 1988 年に、

Parasuraman, Zeithaml, & Berry により考案された、「サービスの品質」を測定・評価するため

の手法であり、様々な領域でその使用が試みられている評価手法である。SERVQUAL では、

「サービスの品質」を、顧客が期待している水準と顧客が実際に認知した水準のギャップで

あると定義し、アンケート調査によってそれらを明らかにし、サービスの品質を測定してい

る (Parasuraman, Zeithaml, & Berry, 1988)。 

 SERVQUAL の開発のため、Parasuraman, Zeithaml, & Berry はまず、企業の管理職や消費者

グループに対してインタビュー調査を行い、消費者がサービスの質を認識する際に用いる

複数の基準の存在を指摘し、それを「サービスの質の決定要素」と呼ばれる 10 個のカテゴ

リに分類した。次にこの理論的分析を踏まえて、「サービスの質の決定要素」を表現するよ

うな項目の設定し、実証的な研究をくり返し、 終的に 5 つの次元と 22 の項目が導出され

た (池内淳, 2002)。 

 これまでの SERVQUAL は、「期待する水準」と「実際に認知したレベル」を顧客に尋ね

ていた。しかし、1994 年には「期待する水準」を「許容できる 低限の水準」と「望ましい

水準」に分け、3 種類の水準を尋ねる現在の形に修正された (Parasuraman, Zeithaml, & Berry, 

1994)。この時点での 5 つの次元とそれを表現する 22 の項目は表 4 のとおりである。 

 また SERVQUAL は課題も存在し、山本昭二 (1999) は SERVQUAL に対する議論を整理

したうえで、その課題を下記の 4 つに集約しており、そのいずれも SERVQUAL 自身が内包

している問題であり、解決は困難であると述べている。 

 

1. 次元の不安定さ 

2. 期待値の意味の多様性 

3. 他の構成概念、特に満足度との関係 

4. 理想点を考慮していない点 

 

 この SERVQUAL を図書館に適用している事例として、Hébert (1994) は、カナダの大規模

な公共図書館 38 館における 130 件の相互貸借サービスを対象に、SERVQUAL を用いてそ

の品質を評価しており、さらに、その結果を充足率と所要時間という、既存の評価指標を用

いて評価を行った結果と比較している。その結果、利用者は「信頼性」の次元を も重要視
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していること、また、SERVQUAL の結果と既存の評価指標を用いての評価の結果が一致し

ていないことを明らかとしている。また、Cook & Thompson (2000) は、テキサス A&M 大学

図書館において、1995 年、1997 年、1999 年に SERVQUAL を用いて評価を行っており、そ

の結果を分析することで、学術図書館においては、5 つの次元ではなく、3 つの次元でサー

ビスの質が決定される可能性を示唆している。 

 上記の事例は、SERVQUAL の次元と項目をほぼそのままの形で使用して評価を行ってい 

 

表 4. 1994 年版の SERVQUAL の次元と項目 

信頼性 

1.  約束した通りのサービスを提供する 

2.  顧客の問題に対処するうえで信頼性が高い 

3.  初から正しいサービスを行う 

4.  約束した時間にサービスを提供する 

5.  間違いのない状態を保っている 

反応性 

6.  顧客に対して、いつサービスが提供されるかの情報を提供し続けている 

7.  顧客に迅速なサービスを提供する 

8.  顧客を助けようとしている 

9.  顧客の要望に対処する用意ができている 

確実性 

10. 職員は顧客に信頼感を与える 

11. 取引において、顧客に安心感を感じさせる 

12. 職員は常に礼儀正しい 

13. 職員は顧客の質問に対する回答をできるだけの知識を持っている 

共感性 

14. 顧客一人ひとりに注意を払っている 

15. 職員は顧客に思いやりのある態度で対応している 

16. 顧客のためになるよう心掛けている 

17. 職員は顧客のニーズを理解している 

18. 便利な時間に営業している 

具象性 

19. 新の設備がある 

20. 施設が美観を保っている 

21. 職員はきちんとした、専門家らしい身なりをしている 

22. サービスに関する文書類は美観を保っている 

和訳は須賀千絵 (2003, p.67) を参考に著者が行った 
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る。一方で、Nitecki & Hernon (2000) によるイェール大学図書館における評価では、

SERVQUAL の次元と項目をそのまま用いるのではなく、独自の枠組みを用いて評価を行っ

ている。利用者が期待する水準と、認知したレベルの差からサービスの品質を評価しようと

している点では、SERVQUAL の考え方と一致しているが、評価対象によって項目を選択で

きるようにしている点など、異なっている点も多く存在する。この研究の著者らは、個々の

図書館の理念と資源をもとに、行うサービスを決定するべきであるという立場をとってお

り、SERVQUAL による評価の結果もほかの図書館と比較することに意味はないとしている 

(Hernon & Nitecki, 2001)。そのため、個々の図書館で項目を調整できるような自由度を持た

せていると考えられる。また、この研究では、SERVQUAL を使用した評価の際に、多くの

コストや図書館員の労力を要することが指摘されている。 

 

3.5.2 LibQUAL+の開発と発展 

 1999 年、Fred Heath や Colleen Cook を中心に ARL のプロジェクトの一環として、

SERVQUAL を応用した評価手法の開発を行う LibQUAL+プロジェクトが発足した 

(Thompson, n.d.)。LibQUAL+の開発においても、SERVQUAL が考案された時と同様に、まず

利用者を対象としたフォーカスグループインタビューを行っている。その後、SERVQUAL

の次元や項目を参考にしながら、図書館サービスの次元とそれに対応する項目を設定し、実

証研究をくり返して修正を重ね、LibQUAL+の完成を目指している。また、前述の Hernon & 

Nitecki とは異なり、複数の図書館に適用し、結果を相対比較することにより、各館がどの

ような課題を抱えているかを認識できるようにすることが目指されている (須賀, 2003)。実

際に、LibQUAL+は、その目的として、「図書館に比較可能な評価情報を提供すること」や

「図書館サービスにおけるベストプラクティスを定義づける」ことがあげられている 

(“General Information,” n.d.)。 

LibQUAL+の次元と項目について、2002 年に行われた調査では、4 つの次元と 25 個の項

目に集約されている。4 つの次元とはすなわち、「情報へのアクセス (Access to Information)」

「サービスの姿勢 (Affect of Services)」「場としての図書館 (Library as Place)」「自力操作性 

(Personal Control)」である (Webster & Heath, 2002)。そして、2007 年の修正では、表 5 に示

すような 3 つの次元と 22 個の項目に集約された。 

 修正後は、「情報へのアクセス」と「自力操作性」がなくなり、「情報の管理 (Information 

Control)」が追加されている。「情報の管理」の項目をみると、「情報へのアクセス」や「自

力操作性」の項目であったものも含まれており、その 2 つの次元が「情報の管理」に集約さ

れたと考えられる。 

 LibQUAL+では、Web ベースで調査が行われ、1994 年に修正された SERVQUAL と同様

に、「許容できる 低限の水準」「実際に認知したレベル」「望ましい水準」の 3 つを尋ねて

いる。その結果は、図 4 に示すようにビジュアル化されて報告される。また、結果をほか

の図書館と比較することも可能である。 
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 LibQUAL+は、2019 年 12 月現在、基本料金が 3,200 ドルである。それにも関わらず、33

か国 1,300 以上の主に大学図書館が参加している。その理由としてまず、評価方法がパッケ

ージ化されており、図書館員に専門的な知識やスキルがなくても適用が可能で、ビジュアル

化された非常にわかりやすい形で結果を得ることができる点が考えられる。しかしながら、

報告書の数値は、外れ値の除外は行っているもののあくまで各項目の平均をとったもので

ある。報告書の数値やレーダーチャートだけではなく、図書館の関心のある分野などに対し

ては、さらなるデータ分析を行ったり、インタビュー調査などにより補完したりすることで、 

 

表 5. 2007 年版の LibQUAL+の次元と項目 

サービスの姿勢 

1. 職員は利用者に信頼感を与える 

2. 利用者一人ひとりに注意を払っている 

3. 職員は常に礼儀正しい 

4. 利用者の質問に応える用意ができている 

5. 職員は利用者の質問に答えるための知識を持っている 

6. 職員は利用者に思いやりのある態度で接している 

7. 職員は利用者のニーズを理解している 

8. 利用者を助けようとしている 

9. 利用者の問題に対処するうえで信頼性が高い 

情報の管理 

1. 電子資源に家やオフィスからアクセスできるようにしている 

2. 図書館の Web サイトから、必要な情報にたどり着ける 

3. 学習や研究に必要な印刷体の図書館資料がある 

4. 必要な電子情報資源がある 

5. 必要な情報に容易にアクセスできる 新の設備がある 

6. 必要なものが探せる、使いやすいアクセスツールがある 

7. 一人で利用できるように、情報にアクセスしやすいようになっている 

8. 学習や研究で必要な雑誌が、印刷体でも電子媒体でも収集されている 

場としての図書館 

1. 図書館空間は学習や研究のための意欲をかきたてる 

2. 個人で活動するための静かな空間がある 

3. 快適でまたいきたくなるような場である 

4. 学習や研究のための入口となる 

5. グループ学習や共同研究のためのコミュニティスペースがある 

著者訳  
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さらに有効に活用できると考えられる。また、Web ベースの調査で、図書館員がかけなけれ

ばならない労力が比較的少なく、また、サーバーなどを自らで用意しなくて良いという点も

多くの図書館が参加している理由として考えられる。さらに、専門家により構築された手法

であり、すでに多くの図書館において使用されているという信頼性も、広く用いられている

理由であるといえる。 

 

 
図 4. LibQUAL+のレーダーチャート (Association of Research Libraries, 2018) 

 

 

3.5.3 LibQUAL+の適用 

 LibQUAL+を実際に適用している事例として、Shedlock & Walton (2004) のノースウェス

タン大学ガルターヘルスサイエンス図書館における調査がある。調査の結果として、「自力

操作性」が も利用者にとって重要であり、「情報へのアクセス」が望ましい水準と実際に

認知したレベルの差が も大きいことを明らかとした。」また、項目別でみると、「雑誌の欠

号がないこと」「便利な開館時間」「包括的な印刷資料のコレクション」の実際に認知したレ

ベルが、許容できる 低限の水準よりも低く、改善が必要であることを明らかとしている。 

 Peterson, Murphy, Holmgren, & Thibodeau (2004) はデューク大学メディカルセンター図書

館を対象として調査を行っている。2002 年版の LibQUAL+を用いており、結果として「自
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力操作性」と「情報へのアクセス」が利用者にとって重要であり、図書館に多くの改善の余

地があることを明らかにした。この結果から、リソースとサービスの継続的な改善のための

データを得られたとされているが、一方で、課題もあげられている。調査は電子メールで依

頼を送信したが、電子メールのリンクから回答用の Web ページがうまく表示されなかった

り、メールの送信に失敗したりした場合があった。この課題は設備面の課題であるが、調査

そのものの課題も存在した。まず、図書館をめったに利用しないため 後まで回答できない

と回答した利用者が多数いたことがあげられた。これらの利用者の多くは、オンラインでリ

ソースを使用していると予想されるにもかかわらず、回答されないという課題である。次に、

質問が多すぎてフラストレーションがたまったり、調査が複雑で面倒であると感じたりし

た回答者も多かったことがある。また、「許容できる 低限の水準」「実際に認知したレベル」

「望ましい水準」の概念を理解できていない回答者が多かったことも課題としてあげられ

ている。 

 岡田将彦ら (2018) や浅尾千夏子 (2018) は、慶應義塾大学メディアセンターにおいて

LibQUAL+を適用した結果を報告している。この調査は 2007 年版の LibQUAL+を使用して

おり、「情報の管理」に対する利用者の期待が高いことを明らかにしている。また、学生の

「場としての図書館」への期待が高いことも示された。この結果をもとに、リモートアクセ

スできるデータベースを増やしたり、電子ジャーナルのタイトルの見直しを行ったりする

など、サービスの改善を行っていることを報告している。一方で、LibQUAL+の課題として、

汎用的なシステムあるために、大学に合った身分や学部を選択肢にできないといった制約

があることがあげられている。また、翻訳の問題も含め、質問の意図が日本の利用者にはわ

かりにくいという点もあげられている。 後に、「許容できる 低限の水準」「実際に認知し

たレベル」「望ましい水準」のそれぞれを答えなければならないことを回答者が理解できず、

有効回答数が少なくなってしまった点があげられている。 

 事例からわかるように、LibQUAL+は図書館サービスの改善において有用なツールである。

しかし、課題も存在している。特に、「許容できる 低限の水準」「実際に認知したレベル」

「望ましい水準」の 3 つを回答しなければならないということが理解できていない点や、そ

れらの概念を理解できていない点は、デューク大学でも慶應義塾大学でもあげられており、

国などにかかわらず共通の課題であるといえる。 

 

3.5.4 StatsQUAL 

 ARL は、LibQUAL+だけではない、新しい評価手法のパッケージの開発を行っている。そ

れらは StatsQUAL と呼ばれ、まとめられている。これには、LibQUAL+のほか、MINES for 

Libraries、ClimateQUAL などが含まれる。MINES for Libraries は、電子コンテンツの価値や

影響を測定したり、特定集団におけるデジタルコンテンツの使用方法を分析したりするこ

とを目的とし、デジタルコレクションやオープンアクセスジャーナル、機関リポジトリなど

の電子資源の使用目的と人口統計に関するデータを収集するパッケージである 
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(“ClimateQUAL®,” n.d.)。近年図書館に必須の資源となっている電子資源の評価である。ま

た、後述する、近年重要視されてきている図書館のインパクトの測定でもある。 

ClimateQUAL とは、多様性の文化を育むことを目的とし、(a) 多様性の原則に対する図書

館の取り組み、(b) 組織の方針と手順、および (c) 職員の態度、に関する図書館員の認識を

評価するパッケージである (“ClimateQUAL®,” n.d.)。多様性も近年注目されているものであ

り、図書館における取り組みを促進するものである。 

これらは、LibQUAL+と比較して、まだ広まっているとはいえない。しかし、今後はこの

ように、評価の対象が増えていくことが予想される。図書館は、何を評価しなければならな

いのかを考え、決定することが求められていくのである。 

 

3.5.5 LibQUAL+のまとめ 

 LibQUAL+は、SERVQUAL を基礎とした評価手法であり、利用者に「許容できる 低限

の水準」「実際に認知したレベル」「望ましい水準」を尋ね、そのギャップから、図書館サー

ビスの品質を測定する手法である。図書館のサービスの質を、「サービスの姿勢」「情報の管

理」「場としての図書館」の 3 つの次元および 22 個の項目から評価しているのである。

LibQUAL+は、ARL が主導して開発していることからわかるように、主に研究図書館を想定

して開発されたツールである。そのため大学図書館において、コストがかかったり調査手法

そのものに課題が存在したりしているものの、世界中で広く使われている。図書館員に専門

的な知識やスキルがなくても使用が可能であり、結果もビジュアル化されてわかりやすい

ことや、多くの図書館で使用されており、信頼性があることなどが理由として考えられる。 

 LibQUAL+は、図書館を利用者の目線から評価している手法である。図書館においては、

満足度指標は存在していたものの、これまで、このような利用者目線の評価はほとんど行わ

れていなかった。そのため、この評価手法が図書館界に与えた影響は大きいといえる。また、

逆に言えば、図書館においても、このような利用者のニーズをとらえることが求められてき

ていると考えられる。 

 LibQUAL+は利用者目線の評価であり、また、ほかの図書館との比較も可能であることか

ら、主には図書館サービスの改善に用いられる手法であると考えられる。しかしその一方で、

利用者が図書館サービスの質を高く認識していた場合などは、図書館が利用者に良い影響

を与えていることの傍証となり、市民や資金提供機関への説明責任を果たす一助にもなる

と考えられる。 

 

 インパクト評価 

3.6.1 インパクト評価の重要性 

 1.1 項で述べたように、社会が急速に変化している。そのような社会状況のなかで、図書

館は伝統的な図書館サービスを越えた新しい図書館サービスを提供し、新しい役割を担い

始めている。さらに、世界的な財政難もあり、これまでは暗黙のうちに認められていた図書
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館の意義が疑問視され、図書館は自らが市民にどれだけ貢献しているのかが問われている。

言い換えれば、図書館は自らの意義を市民に明確に示すことが求められているのである。実

際に、Belanger & Hiller (2013) は、近年のネットワーク化された環境での情報の入手可能性

の高まりは、図書館が利用者にどのように価値を提供し実証するかを考える必要があるこ

とを意味していると述べている。 

 インパクトとは、個人やグループが図書館サービスによって得られた変化を示すもので

あり、それを評価することは、図書館が個人やグループ、ひいてはコミュニティにどれほど

貢献したかを示すことにつながるのである。つまり、インパクト評価は、現代において社会

的に求められているのである。 

 

3.6.2 ISO 16439: 2014 “図書館インパクト評価のための方法と手順”  

  (International Organization for Standardization, 2014b) 

 2014 年に図書館のインパクト評価のための方法と手順を規定した国際規格である ISO 

16439: 2014 “図書館インパクト評価のための方法と手順” が出版された。この規格において

も、伝統的には自明のものとして受け入れられてきた、図書館の価値を証明することを求め

る声が高まってきたことが述べられており、そのような要求の高まりから規定されたと考

えられる。 

 ISO 16439 において述べられている、図書館がもたらす可能性があるインパクトを表 6 に

示す。 

 

表 6. ISO 16439 におけるインパクト 

 
   著者訳 

 

個人に対するインパクト

スキルやコンピテンシーの変化

行動や態度の変化

研究や学習、キャリアにおける成功

個人を幸福な状態にすること（ウェルビーイング）

図書館の親機関に対するインパクト

社会的インパクト

社会生活

情報と教育への関与

地域の文化とアイデンティティ

文化的多様性

コミュニティの発展

個人への福祉

文化的遺産の保存
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 ISO 16439 では、図書館が与えるインパクトは大きく 3 つに分かれるとしている。まず、

個人に対するインパクトである。ここには、学校のクラスやコミュニティ内の非ネイティブ

スピーカーなどの、小規模なグループも含まれる。個人に対するインパクトは具体的には、

図書館や情報機器の使い方のスキルやリテラシーの向上などの「スキルやコンピテンシー

の変化」、読書行動の変化や情報機器に慣れることなどの「行動や態度の変化」、情報探索の

効率化や研究スキルや批判的思考力の向上などの「研究や学習、キャリアにおける成功」、

安全な場所や快適な環境の提供などの「個人を幸福な状態にすること」という 4 つの効果が

あげられている。次に、図書館の親機関に対するインパクトである。ランキングの向上や研

究費や寄付の獲得、研究員や会社、市民を引きつけることなどが含まれる。 後に社会的イ

ンパクトである。これは図書館の存在とそのサービスが周辺のコミュニティに与えるイン

パクトであり、7 つの領域からインパクトが与えられる。その領域は、社会的包摂や人々の

結びつきを強める「社会生活」、多様な情報への無料のアクセスやインターネットへの無料

のアクセスを提供したり、教育や生涯学習における中心的な役割を担ったりする「情報と教

育への関与」、地域の文化や歴史を発信したり、地域コミュニティのミーティングプレイス

となる「地域の文化とアイデンティティ」、コミュニティ内の様々なグループの文化的遺産

とその多様性の維持を支援する「文化的多様性」、健康意識や交通安全の意識を向上させる

活動などを行い、コミュニティの発展を助ける「コミュニティの発展」、読書や勉強のため

だけでなく、人々との出会いやイベントへの参加のために、安全で静かで快適な場所を提供

する「個人への福祉」、文化的価値の高い資料を未来の世代のために保存する「文化的遺産

の保存」である。これらに加え、経済的なインパクトがあるとされている。経済的インパク

トについては、3.3 節の費用便益分析と投資収益率の内容と大幅に重複するため、本節では

論じない。 

 このように、図書館は多くの面においてインパクトをもたらす可能性がある。その一方で、

図書館のインパクトを定義づけることは非常に困難である。ISO 16439 では、その理由を以

下の 7 つにまとめている。 

 

1. インパクトの大部分は無形であり、定量化が困難である。 

2. （ある変化における影響のうち、）図書館のインパクトは通常唯一のものではなく、

また 大でもない。 

3. 同じ図書館サービスでも利用者集団の差や文化の差により、そのインパクトは異

なる可能性がある。 

4. 利用者がフォローアップを利用できない場合、長期的なインパクトを確認するこ

とはできない。 

5. 質的データは、客観的であるというより主観的である。 

6. 図書館員が、インパクト評価に使用される手法に精通していない場合や、それらを

使用するスキルがない場合がある。 



37 
 

7. 時間と労力が非常にかかる場合がある。 

 

 インパクト評価は、まだこのような課題を抱えていることに注意して行われなければな

らないといえる。 

 そのうえで、インパクト評価のための証拠として、「推測のための証拠」「質問による証拠」

「観察による証拠」があげられている。「推論のための証拠」は、図書館が収集してきたイ

ンプットとアウトプットに関する膨大な量のデータや 3.2 節でも述べたパフォーマンス指

標、利用者の満足度調査の結果を証拠とするのである。たとえばパフォーマンス指標を利用

する場合、来館者数が増加していることは、市民の図書館に対する良い認識を示している可

能性がある。満足度調査の結果を利用する場合、レファレンスサービスへの高い満足度は情

報を得て新しい何かを学んだことを示している可能性がある。このようにして図書館のイ

ンパクトを推測するのである。 

 「質問による証拠」とは、利用者の図書館での経験や、図書館サービスから得られる利益、

図書館に対する意見を求めることで、データを収集するのである。収集のための具体的な手

法としては、アンケートによるサーベイ調査や、インタビューもしくはフォーカスグループ

による調査があげられる。それらに加えて、自己評価と事例証拠の収集も手法としてあげら

れている。自己評価は、利用者教育の前後に、「請求記号を使用して書架から本をみつける」

ことができたがどうかを利用者に質問することで、その効果を評価する手法である。事例証

拠の収集とは、科学的な手法により収集される証拠とは異なり、評価者の観察や経験などの

非公式に得られた事例やストーリーを集め、それを分析する手法である。 

 「観察による証拠」とは、関心のある状況を観察することで、関連する事実や行動、ふる

まいを記録して証拠となるデータを収集するのである。そのため、単純な観察だけではなく、

ログ分析や自己記録の分析、引用分析、知識やスキル上のインパクトのテストも含まれる。

観察調査とはたとえば、外国語の新聞や図書を配置しているコーナーを観察することで、そ

の国の言語を母国語としない人たちに対しての図書館の貢献を測定することが考えられる。

自己記録は、利用者に一定期間の間、情報探索や情報利用における行動を記録してもらい、

その変化を分析することで、図書館のインパクトを示す手法である。知識やスキル上のイン

パクトのテストは、「質問による証拠」の自己評価と類似しているが、自己評価ではなくテ

ストを行うことで、利用者教育の効果を測定する手法である。 

 また、これらの手法は直接的にインパクトを測定できることもあるが、与えたインパクト

の可能性を示しているだけの場合もあるため、複数の手法を組み合わせることで、その信頼

性を高めることができる点が強調されている。 

 ISO 16439 の手法をみると、これまでの手法とは異なり、質的な手法を用いて収集された

データを評価に用いようとしていることがわかる。インパクトという定量化が困難である

が、その重要性が高まっているものを評価するために、今後の図書館評価においては質的な

観点も重要となると考えられる。 
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3.6.3 インパクト評価の事例 

 図書館のインパクトを測定している事例として、Stone, Pattern, & Ramsden (2012) は、イ

ギリスにおいて、ハダースフィールド大学をはじめとする 7 大学において、学生の図書館利

用と学力の関係についての調査およびフォーカスグループを行い、図書館における貸出と

電子資源の利用が多い学生ほど学力が高いことを示した。フォーカスグループからは、電子

資源に関する話題が多いことも示している。同様に、Bowles-Terry (2012) は、アメリカのワ

イオミング大学において、専門分野に特化したコースの図書館の利用教育を受講した学生

は、受講していない学生と比べて GPA の値が有意に高いことを明らかにしている。さらに、

卒業生 15 人に対してフォーカスグループを行い、その結果もこの傾向を支持していること

を示している。別の視点では、Tenopir, King, Mays, Wu, & Baer (2010) が、世界の 7 大学の教

員を対象にアンケート調査を行い、図書館資源の利用と資金の獲得の間に、正の相関が存在

することを明らかとしている。 

 このように、図書館のインパクト評価が行われた事例は、大学図書館で行われたものが多

い。大学図書館は、公共図書館と比較してサービス対象のサイズが小さく、調査の設計が容

易であることが要因として考えられる。また、大学の目標が比較的明確であり、「学生の成

績」や「資金の獲得」といった算出が容易な指標が存在することも要因として考えられる。 

 

3.6.4 インパクト評価のまとめ 

 インパクト評価は、近年の社会状況の変化とそれによる図書館の役割の変化の中で、非常

に重要視されているものであるといえる。その評価方法は ISO 16439: 2014 “図書館インパク

ト評価のための方法と手順” で規定されているが、インパクトの評価のためには課題も残っ

ている。ISO 16439 では、インパクトを評価するための証拠の収集方法も規定されており、

質的な手法を用いた評価も求められているといえる。また、信頼性を高めるために複数の手

法を用いて証拠を収集することも求められており、評価者に評価手法やデータ分析のため

の高度なスキルが求められているといえる。そのため、図書館が実際にインパクトの評価を

行うハードルが高くなってしまっていると考えられる。 

 インパクト評価は、図書館の価値が求められてきたことを背景に考えられた評価である。

そのため、主には市民や資金提供機関への説明責任を果たすために用いられるといえる。し

かしその一方で、インパクト評価のための証拠を収集する過程で様々なデータを入手する

ことが可能であり、そのデータを用いて図書館サービスの改善につなげることも十分に可

能である。 
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4 結論 

 

 図書館評価の手法の変遷 

 本研究で取り上げた図書館評価手法を対象に、その変遷と各手法の関係を図 5 に示す。

また、このうち、2010 年以降の評価手法について、「図書館内部の視点」「利用者の視点（質

的）」「利用者の視点（量的）」の各視点に区分し、図 6 に示す。 

 

 

図 5. 図書館評価の手法の変遷と手法の関係 
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図 6. 図書館評価手法の視点区分 

 

 1970 年代までの図書館評価法は、インプットやアウトプットを中心とした図書館統計デ

ータなどを活用していた。そのためこの時期の評価の視点は図書館内部からのものが主で

あったといえる。また、費用便益分析も手法として存在はしていたが、実際に評価として行

っている例は少なく、その手法も確立されていたとはいえない。 

 1970 年代から 1980 年代の図書館評価法は、インプットやアウトプットから算出されるプ

ロセス指標や利用者の満足度も含まれるパフォーマンス指標が登場した。この時期は特に

プロセス指標に注目が集まっており、図書館においても効率が重視され始めてきたことが

わかる。その一方で、実際にパフォーマンス指標を使用して評価を行っている図書館はまだ

少なく、評価の理念や手法が図書館界に浸透する過程であったといえる。また、この時期に

は費用便益分析にかかる、図書館の経済価値の測定の手法に対する議論も行われ始め、実際

に図書館に適用している事例もみられる。 

 1990年代から 2000年代は、図書館評価への関心が非常に高くなった時期である。それは、

ISO 11620: 1998 “図書館パフォーマンス指標” が出版されたり、複数の新しい評価手法が図

書館に適用されていることにも表れている。バランス・スコアカードは図書館のビジョンや

戦略との関連に注目しつつも、評価の段階で使用される指標はパフォーマンス指標である

といえる。LibQUAL+は、これまではほとんどみられてこなかった利用者の視点から、図書
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館サービスの質を量的に評価している。その図書館サービスの質もパフォーマンス指標の

一部であるといえる。そのほかに、LibQUAL+において特徴的な点として、ほかの図書館と

の比較を可能にしていることがあげられる。パフォーマンス指標は、ISO 11620 でも述べら

れているように、主には同じ図書館における経時的比較に用いられるものである。そのため、

LibQUAL+は完全にパフォーマンスに内包されているわけではない。 

 また、もうひとつあげられる変化として、パフォーマンス指標が占める範囲が広くなって

しまっていることがある。実際に、ISO 11620 においても改訂を重ねるごとに規定されるパ

フォーマンス指標の数が増えている。そのため、実務的な面から、どのようなパフォーマン

ス指標を使用すれば良いか混乱を生んでしまうことが考えられる。 

 2010 年以降は、図書館を取り巻く社会状況の急速な変化を背景に、図書館の価値が問わ

れるようになってきた。そこで、図書館が利用者に与えたインパクトを測定することが必要

になってきている。しかし、インパクトの測定方法は、経済価値に視点からのインパクトも

含め、これまで使用されてきた評価手法を用いたものであり、その視点を変えたものが多い。

したがって、評価手法に着目した場合は、これまでの評価手法も内包すると考えられる。新

たな視点からの評価としては、利用者の視点からの質的な評価があり、それが重要となって

いる。特に伝統的なサービスを越えた新しい図書館サービスは、個々の図書館において大き

く異なっている。そのような、個々の図書館の特徴的なサービスのインパクトを評価するた

めには、一般化された量的な指標だけでなく、質的なデータを利用した評価もまた重要とな

るのである。 

なお、インパクトの測定もパフォーマンス指標と同様に、同じ図書館の経時的比較に用い

られるものであると考えられるため、LibQUAL+は完全に内包してはいない。また、費用便

益に関しても、図書館の経済的価値を、顕示選好法を用いて測定した場合は、利用者の視点

の評価ではないため、一部は「利用者の視点（量的）」にしていない。 

 

 図書館評価の手法の特徴 

 本研究で取り上げた図書館評価手法を手法の観点、利点と課題を表 7 にまとめた。 

 パフォーマンス指標の観点は、図書館の効果と効率である。ここでの効果とは、主にはア

ウトプットを意味している。パフォーマンス指標は、図書館において伝統的に使用されてき

た指標であり、特に伝統的な図書館サービスにおいて、その効果や効率を測定するための指

標や方法が確立されており、評価を行いやすい。この点は、この手法の利点である。一方で、

前述したように、パフォーマンス指標は、図書館のあらゆるサービスを対象としており、そ

の範囲が非常に広くなってしまっている。この点は、網羅性があるという見方もできるが、

実際には、どの指標を使用して評価を行えば良いか、図書館の現場で混乱を招く可能性があ

り、課題であるといえる。 

 費用便益分析と投資収益率の観点は、図書館の経済的な正当性である。費用便益分析は、

図書館に投入される資源の大部分である金銭と同じ単位で、図書館の価値を算出し、それと 
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表 7. 図書館評価手法の特徴 

評価手法 観点 利点 課題 

パフォーマンス 

指標 

効果と効率 指標が確立されている 対象範囲が広すぎる 

費用便益分析と 

投資収益率 

経済的な正当性 結果が明快でわかり 

やすい 

経済的価値の測定手法の

妥当性が曖昧 

バランス・ 

スコアカード 

ビジョンと戦略 ビジョンの明確化と 

共有化までできる 

作成に、多くのコストが

かかる 

LibQUAL+ サービスの質 図書館員に専門的な知識

やスキルが不要である 

個々の課題への対応が 

難しい 

インパクト指標 図書館の価値 図書館の価値が実証 

できる 

評価者に専門的な知識や

スキルが必須である 

 

実際の投入資源を比較する手法であり、結果が明快でわかりやすいという点が利点として

あげられる。しかし、図書館の経済的価値を測定する手法は、その正当性の証明やバイアス

の存在もあり、どこまで正確に経済的な価値が測定できるのか明らかになっていない点は、

課題であるといえる。費用便益分析は、同一の図書館において継続的に行われた事例は、国

立図書館などの大規模館のほんの一部においてみられるほかは、ほとんどみられない。その

理由として、調査に専門的な知識が必要である点や、調査にコストがかかる点が考えられる。 

 バランス・スコアカードの観点は、図書館のビジョンと戦略である。この手法を用いるこ

とで、個々の図書館とビジョンが明確化され、また共有化され、評価につなげられることが

利点としてあげられる。しかし、バランス・スコアカードは、評価指標そのものを提供して

いるツールではなく、バージニア大学の事例でも示されているように、自館のバランス・ス

コアカードを作成する段階で、非常に多くの議論を必要とし、図書館員の負担が大きくなっ

てしまう点は課題としてあげられる。 

 LibQUAL+の観点は、図書館サービスの質である。利用者の視点から、図書館サービスの

質を測定することで、サービスの改善につながるといえる。また、ほかの図書館との比較も

可能であり、比較を通して自館の相対的な位置を知ることができる。LibQUAL+は、パッケ

ージ化されたツールであり、データのまとめと報告まで行われる。さらに、その結果もビジ

ュアル化され、非常にわかりやすい形で提供される。そのため、図書館員に専門的な知識が

なくても使用が可能である。これらが LibQUAL+の利点であるといえる。一方で、LibQUAL+

は完全にパッケージ化されてしまっているために、図書館が抱える個別の課題に対する評

価は行いにくいという課題もある。 

 インパクト指標の観点は、経済的な観点にとどまらない、図書館の価値である。近年求め

られている、図書館の価値を実証することができるという利点がある。課題としては、信頼

性の高い評価を行うために、量的なデータと質的なデータの両面から評価を行うことが求
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められており、データ収集からデータ分析の各過程において、評価者に専門的な知識やスキ

ルが求められることがあげられる。 

 

 図書館評価手法の今後の展望 

本研究を通して、図書館評価が図書館内部の視点から利用者の視点へ発展してきたこと

が明らかとなった。また、量的なデータだけでなく、質的なデータも必要となっていくこと

を示した。今後は、図書館内部の視点だけでなく、利用者の視点からの質的なデータも用い

た評価がさらに重要となる。それが、広がる新しい図書館サービスを評価することにもつな

がり、利用者のニーズを掘り起こし、市民に認識される価値を高めていくことにもなる。 

評価手法の特徴として共通して登場したのは、図書館員の知識とコストである。ここでい

うコストは、金銭的コストだけではなく、時間や人的資源のコストも含める。インパクト評

価に代表されるように、評価手法は複雑化し、評価のためのデータ収集からデータの分析や

解釈までに、様々な知識やスキルが求められるようになっている。それは、これまでは評価

ができなかった概念も含めて評価できるようになったという良い面であるともいえる。一

方で、複雑な評価手法を用いた評価を行うための知識やスキルを図書館員が身に着けてい

ない場合は、それでも使用することができる、場合によっては不十分な評価手法を用いてし

か評価を行えなくなる可能性がある。評価を行う図書館員も、評価のための専門的な知識や

スキルを身に着けることが必要となっているといえる。しかし実際は、LibQUAL+が世界中

の多くの図書館で利用されていることからもわかるように、専門的な知識がなくても使用

できる、使いやすく、わかりやすい評価指標が求められている。ただし、LibQUAL+が図書

館サービスの質のみしか評価できないように、評価手法を簡便化すると評価範囲が小さく

なる。そのため、あらゆる図書館サービスを評価しようとした際に、多くの手法を組み合わ

せなければならず、そのように複数の図書館サービスを評価しようとした場合は、複数の手

法からデータを得ることでデータが複雑化し、結局その分析や解釈のための知識やスキル

が必要となる。つまり、評価を行う図書館員も、評価のための専門的な知識やスキルを身に

着けることが必要なのである。専門家に依頼するということも考えられるが、図書館評価は

継続的に行われることも重要であり、図書館員は図書館評価についてよく理解したうえで、

継続的に依頼を行う必要がある。すなわち、評価を行おうとする図書館員にとって、評価の

ための専門的な知識やスキルを身に着けることはやはり重要なのである。 

別の視点として、評価手法を提案する専門家などの視点がある。図書館評価にはコストが

かかる。そして、コストがかかるということは、それに見合った見返りが要求される。その

ため、評価手法の提案の際には、評価による見返りについての説明も求められる。LibQUAL+

が、3,200 ドルという金銭的コストがかかるにも関わらず、多くの図書館で使用されている

のは、複数の専門家が開発に関わった点や、多くの図書館で利用され、サービスの改善につ

ながっているという信頼性があるためであると考えられる。このように、今後評価指標を提

案する場合には、コストに見合うだけの、評価による効果を説明することも求められるとい
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える。 

以上のように、今後の図書館評価において、自館の評価を行おうとする図書館員には、評

価のための知識やスキルが求められ、評価手法を提案する専門家にとっては、その評価によ

る効果を明確に説明することが求められていくのである。 

図書館は、館種によらず、社会の急速な変化を背景に、その役割や提供されるサービスが

大きく変化している。特に、情報通信技術の発展は、大きな影響を与えている。従来の図書

館の中心的なサービスであった資料の提供は、インターネット上でも行われるようになっ

た。それは、利用者の利便性を高めている一方で、従来の図書館の中心的な役割であった資

料の提供における物理的な図書館の必要性を下げたといえる。つまり、従来の中心的なサー

ビスである資料提供だけではない、新しい図書館サービスもまた図書館にとって重要にな

っているのである。 

新しく提供し始められているサービスは、従来は多くの図書館が資料の提供という同一

のサービスを中心としていたのとは対照的に、個々の図書館の理念に基づいたユニークな

サービスであることも多い。そのため、図書館評価の観点からみると、「貸出数」のような

統一された数量的な評価手法ではなく、個々の図書館の目標に合った個別の質的な評価方

法が必要となる。今後の図書館評価においては、そのような質的データを用いた評価手法が

より注目されていくと考えられる。しかしその一方で、図書館の現場では、わかりやすい量

的な指標も求められている。そのため、ユニークなサービスを抽象化し、ある程度汎用性の

ある図書館評価のための手法を創造するための議論も求められる。 
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付録 

付表 1. ISO 11620 の各年版で規定されているパフォーマンス指標 

 

1998年版
(2003年追補)

2008年版 2014年版

要求タイトル利⽤可能性 〇 〇 〇
タイトル利⽤可能性 〇
要求タイトル⼀定期間内利⽤可能性 〇
要求タイトル所蔵率 〇 〇 〇
主題⽬録検索成功率 〇 〇
不受理のアクセスの割合 / 不受理セッションの割合 (2008年版) 〇 〇
1000件当たりデジタル化されたコレクションの数 〇
機関リポジトリ内の当該機関の出版物の割合 〇
配架の正確性 〇 (追補) 〇 〇
閉架書庫からの資料出納所要時間（中央値） 〇 〇 〇
階下からの資料探索所要時間（中央値） 〇
タイトル⽬録探索成功率 〇
図書館間貸出の迅速性 〇 〇 〇
図書館間貸出の充⾜率 〇 〇
レファレンス業務にかかる時間 〇
Web経由でアクセス可能な貴重資料の割合 〇
もとの状態で利⽤できる貴重書の割合 〇
保存/修復作業を必要とする貴重書のうち、そのような作業を受けたものの割合 〇
⼈⼝当たり利⽤者⽤ワークステーション数 〇
⼈⼝当たりワークステーション利⽤可能時間 〇
⼈⼝当たり利⽤者⽤領域の⾯積 〇 〇
⼈⼝当たり座席数 〇
⼈⼝当たり利⽤者⽤の場所の数 〇
開館時間と利⽤者ニーズとの⼀致度 〇 〇
適切な環境を持つ保存スペースの割合 〇
⼈⼝当たり職員数 〇 〇
資料利⽤率 〇
⼈⼝当たり貸出中資料数 〇
職員当たり貸出数 〇
所蔵資料の貸出率 〇 (追補)
蔵書回転率 〇 〇 〇
⼈⼝当たり貸出数 〇 〇 〇
利⽤されない資料の所蔵率 〇 (追補) 〇 〇
⼈⼝当たりダウンロードされたコンテンツ単位数 〇 〇
⼈⼝当たり館内利⽤数 〇 〇
デジタル化された資料のうちダウンロードされた数 〇
⼈⼝当たり来館回数 〇 〇 〇
情報要求サービスにおける電⼦的⼿段による申込割合 〇
外部利⽤者の割合 〇 〇
外部利⽤者による貸出率 〇 〇
⼈⼝当たり図書館の催物参加者数 〇 〇
⼈⼝当たり利⽤者教育参加者数 〇 〇
利⽤者⽤の場所の利⽤率 / 利⽤者⽤座席占有率 (2008年版まで) 〇 〇 〇
ワークステーション利⽤率 〇
設備利⽤可能性 〇
設備利⽤率 〇
コンピュータシステム利⽤可能性 〇
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ターゲット集団の利⽤率 〇 〇 〇
利⽤者満⾜度 〇 〇 〇
再利⽤意志 〇
コレクション利⽤当たりの費⽤ 〇
コレクション利⽤当たりの受⼊費⽤ 〇
ダウンロード当たり費⽤ 〇
貸出当たり費⽤ 〇 〇
データベースセッション当たり費⽤ 〇
ダウンロードされたコンテンツ単位当たり費⽤ 〇
タイトル当たり⽬録費⽤ 〇
資料の受⼊に要する期間（中央値） 〇 〇 〇
整理に要する期間（中央値） 〇 〇 〇
職員の利⽤者サービス従事率 〇 (追補) 〇 〇
正答率 〇 〇 〇
職員⼈件費に対する資料購⼊費の割合 〇 〇
資料整理における職員の⽣産性 〇 〇
貸出と配送サービスにおける従業員⽣産性 〇
タイトルカタログ化における⼈件費 〇
利⽤者当たり費⽤ 〇 〇 〇
図書館訪問当たり費⽤ 〇 〇 〇
⼈⼝当たり利⽤者サービス従事職員数 〇 (追補)
電⼦的サービスに従事している職員の割合  〇 〇
職員当たり公式研修参加時間数 〇 〇
研修に費やされた時間の割合 〇
協⼒的パートナーシップとプロジェクトのスタッフの割合 〇
特別助成⾦⼜は創出収⼊によって得た資⾦の割合 〇 〇
図書館向けに措置される機関の資⾦の割合 〇 〇
電⼦的コレクション提供にかかる経費の割合 〇 〇
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